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欧州の情報化社会技術に関する予測調査
　2000 年３月、欧州連合の加盟国首脳がリスボンに集い、「Lisbon Objective（リスボ
ン戦略）」と呼ばれる戦略的な政策‐目標を定めた。リスボン戦略で謳われている「競
争力のある知識経済」実現のため、欧州では欧州研究圏（ERA：European Research 
Area）」の構築を推進し、「情報化社会技術（IST：Information Society Technology）」
の発展・推進を達成しようとしている。
　この情報化社会技術の将来像を定めるため、欧州委員会に所属する共同研究機関
である IPTS（Institute Prospective Technology Study：未来技術研究所）が中心と
なり、予測調査を実施した。これが、FISTERA（Foresight on Information Society 
Technologies in the European Research Area）である。2002 年 9 月に発足した本調査
プロジェクトは、2005 年６月で３年間の調査期間をほぼ終え、最終の取りまとめを行
う国際会議がスペインのセビリアで開催された。
　予測調査の手法としては、EUメンバーが過去各国独自に実施した技術予測調査を汎
欧州の観点で見直すところから出発し、特許データの解析による技術的競争力の水準調
査、社会の変遷に関するデルファイ調査や要素技術が応用される環境の未来像について
のシナリオ作成などが実施され、広範な議論が行われた。
　具体的な調査結果の取りまとめには、「技術軌道」という概念を用いている。情報化
社会の進展に資する各種の技術軌道を汎欧州の視点で構築し議論することによって、戦
略実現のための知見を蓄積した。その成果として、未来像を俯瞰するための鳥瞰図とも
いえる、情報化社会技術の未来像に関する知識ベースを作成した。さらに、情報化社会
技術に関するフォーラムを組織し、分析結果の公開を行いつつ、情報化社会技術に係る
専門家同士の相互理解を深めることを実施した。調査費用の総額は、約 150 万ユーロで
あった。
　結論として、欧州は、米国や日本に対して、総じて遅れを取っており、その溝はリス
ボン戦略が設定された 2000 年以降、狭まっていないと指摘している。そのため、戦略
の達成のために 2010 年までに研究開発支出の増加を提言している。
　FISTERAでは、ある期間にわたって、複数の観点から予測と分析が試みられており、
それらの検討の途中経過が広く公開され、次の段階での議論などにフィードバックされ
るというプロセスをとっている。こうしたプロセスをインターネットとウェブを活用す
ることによって効率的に実施している。これにより、専門家の間の戦略に対する認識が
深まり、問題解決を指向するより良いコンセンサスが生まれるものと考えられる。こう
した手法は、日本の科学技術政策の立案に向けた調査活動に際しても参考となるといえ
よう。
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デジタルカメラと
カメラ付携帯電話の動向
　デジタルカメラは、昨今の日本のデジタル家電景気を支える重要製品の１つである。
日本の企業は、1995 年に始まった市場の立上りから急激に国際競争力を発揮して 80％
という高い市場シェアを獲得してきた。そして、既に国内において、デジタルカメラ市
場は飽和しつつあり、淘汰が始まっている。生き残ったメーカーは、未だ飽和しきって
いない海外市場の争奪を巡って熾烈な競争を展開している。また、カメラメーカーの老
舗は、一眼レフ型の高級デジタルカメラ市場に力を入れはじめている。
　一方、小型のデジタルカメラモジュールを搭載した携帯電話の市場規模が 2001 年よ
り急速に拡大しつつあり、携帯電話の 2004 年度までの総生産台数５億台のうち、カメ
ラ付きは 1.8 億台にも達している。カメラ付き携帯電話に搭載されている撮像素子と光
学モジュールの 80％は日本製であり、ここでも日本の企業は強い国際競争力を発揮し
ている。
　本レポートでは、先ず、デジタルカメラの基本構造と国際市場を分析し、従来のフィ
ルムに相当する撮像素子とレンズ光学系の技術開発力が、強い国際競争力の源泉である
ことを明らかにする。そして、ここ数年のカメラ付き携帯電話の急進展という新たな国
際競争の局面を迎えたデジタルカメラ技術と産業の今後の動向を探る。
　そして、光学モジュール小型化のブレイクスルーとなり、携帯電話への搭載を狙った
「可変焦点液体レンズ」という技術イノベーションへの挑戦が、韓国サムスン社と提携
したフランスの大学発ベンチャーVarioptic 社、および、欧州の老舗である Philips 社に
より新たなビジネス構築に向けて推進されている事実を取り上げる。特に前者は、日本
が目下、国を挙げて推進中の産学連携の好事例と見られるからである。
　日本の産学連携はここ数年で体制が整い、大学発ベンチャーの数的目標であった
1,000 社が達成され、いよいよ質が問われる段階に入った。質の向上という観点から、
今回のフランスの大学発ベンチャーであるVarioptic 社の事例を見ると、経済がグロー
バル化した今日にあっては、その国が必ずしも強い国際競争力を持っていない産業分野
でも、質の高い大学発ベンチャーが育つ可能性が十分あるということがわかる。
　また、Varioptic 社の例のように、技術のコアが深く、大学発ベンチャー開始後の「競
争力のコア」を既に備えており、むしろ特許を結果として出すタイプのベンチャーも大
学発ベンチャーの質の向上に大きく寄与する可能性が高い。
　従って、研究資金を助成する日本の政府の機関や研究を管理する大学内の機関は、“競
争力のコア”をさらに強化するために、フェーズの若いテーマについては、ある程度の
期間、長い目で功を焦らず忍耐強く、研究の進む方向の妥当性を研究者とともに確認し
あいながら、研究者の個性と主体性を十分重んじる管理の仕方が重要であると考える。
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東アジアにおける
大気汚染物質モニタリングについて
̶アジアの環境先進国としての我が国の展開̶
　東アジア地域の国々は、近年めざましい経済成長を遂げる一方、硫黄酸化物、窒素酸
化物、浮遊粒子状物質、オゾン濃度は増加してきており、深刻な大気汚染問題に直面し
ている。これらの大気汚染物質は、複雑な大気循環により、広域に広がり、国境を越え
て他国へも影響する可能性が高い。そして近年、①日本海側地域における酸性雨、②日
本上空の対流圏オゾン濃度の上昇、③褐色雲の発生等が観測されている。これらの広域
大気汚染問題に対する取り組みの第一段階として、国境を越えた大気汚染物質のモニタ
リングネットワークによる現状把握がきわめて重要である。
　大気汚染物質の対策において、大気汚染物質モニタリング（環境大気モニタリング・
発生源モニタリング）が、大気汚染の現状把握、環境施策の基礎データ、環境対策の評
価の面で非常に重要である。例えば日本の場合、大気汚染モニタリングを軸とした環境
対策を積極的に推進した結果、酸性雨の主原因である二酸化硫黄濃度を大きく低減する
ことに成功してきた。
　世界で最初に国境を越えた酸性雨問題に取り組んだのは欧州であり、欧州全域にモニ
タリングネットワークを構築して、1970 年代から現状把握に取り組んできた。そして、
国際的な規制（越境大気汚染条約）を通して、積極的に環境施策を進めた結果、酸性雨
の主原因である二酸化硫黄濃度を大きく低減することに成功している。また、欧州では、
酸性物質のみならず、浮遊粒子状物質やオゾンといった越境大気汚染物質に対しても充
実したモニタリングネットワークが構築されている。
　東アジアにおける越境大気汚染問題に対する取り組みは 1990 年代になってからのこと
であるが、酸性雨問題に関しては、国連環境計画（UNEP）を事務局として、東アジア酸
性雨モニタリングネットワーク（EANET）が構築されてきている。アジアにおける環境
先進国である日本は、今後も率先して東アジアの越境大気汚染問題に取り組むべきであ
り、構築されてきたEANETモニタリングサイトの拡充とモニタリング対象成分の拡大
を進めることが有効であると考えられる。
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日本の科学技術の現状と今度の予測
̶デルファイ調査‐概要̶
　我が国の科学技術政策は、1996 年度から科学技術基本計画に基づいて推進されてい
ます。現在は第２期科学技術基本計画（2001 ～ 2005 年度）が進行中であり、2006 年度
からは第３期科学技術基本計画がスタートする予定です。科学技術政策研究所は、総合
科学技術会議から第３期科学技術基本計画策定のための資料作成を要請され、第 1期及
び第 2期基本計画を対象とした「基本計画の達成効果の評価のための調査」、今後の科
学技術の方向性を対象とした「科学技術の中長期発展に係る俯瞰的予測調査」という２
つの大きな調査を実施いたしました。
　科学技術動向研究センターは、これら２つの調査に含まれる以下の各調査を担当しまし
た。各報告書および概要版は、科学技術政策研究所のホームページに掲載されています。
　今月号では、デルファイ調査の概要を紹介します。
蜷 NISTEP REPORT No.97
 http://www.nistep.go.jp/achiev/ftx/jpn/rep097j/idx097j.html
連載概要
デルファイ調査 
第３期科学技術基本計画策定のための資料として科学技術動向研究センターが担当した調査
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　オーキシン(auxin) は植物の発芽、分枝、根の伸長、開花などの多様な局面において重要な調節の役
割を果たしている植物ホルモンである。オーキシンは植物ホルモンの中でも最も早く発見され、すでに
発見されてから70 年以上も経つにもかかわらず、オーキシンに対する受容体（レセプター）は発見され
ず、オーキシンのシグナルの伝達経路解明のために、レセプターの探索が続けられていた。今回、米国
インディアナ大学のMark Estelle 氏らと英国ヨーク大学のOttoline Leyser 氏らの2つの研究グルー
プが、TIR1と呼ばれるタンパク質がオーキシンの受容体であると結論して、それぞれ5月26日発刊の
Nature 誌に発表した。これらの研究で、オーキシンは TIR1に結合して、多様な生理学的な応答を指
示するという示唆が得られた。今回の研究成果により、オーキシンの制御機構の解明が大きく前進する
ものと期待される。
 ライフサイエンス分野 TOPICS Life Science
トピックス1　植物ホルモン「オーキシン」の受容体がついに発見された
　オーキシン（auxin）は植物の発芽、分枝、根の
伸長、開花など多様な局面において重要な調節の
役割を果たしている植物ホルモンである。オーキ
シンは植物ホルモンの中でも最も早く発見され、
すでに発見されてから 70年以上も経つにもかかわ
らず、オーキシンに対する受容体（レセプター）
は発見されず、オーキシンのシグナルの伝達経路解
明のために、レセプターの探索が続けられていた。
　今回、米国インディアナ大学のMark Estelle 氏
らと英国ヨーク大学のOttoline Leyser 氏らのそれ
ぞれをリーダーとする２つの研究グループは、オ
ーキシンがTIR1と呼ばれるタンパク質と結合する
ことを見出し、これがオーキシンの受容体である
と結論して、５月 26日発刊のNature 誌１）に発表
した。
　オーキシンが、遺伝子の転写を抑制する因子で
あるAux/IAAタンパク質の分解を誘導すること
で、オーキシンの作用に関連する遺伝子の発現の
調節をしていることは既に知られていた。また、
TIR1は、細胞内で不要となったタンパク質を分解
する際のラベルとしてユビキチンを付加する役割
をもつSCFと呼ばれるタンパク質複合体の構成要
素であり、近年の研究により、オーキシンがTIR1
とAux/IAAの相互作用を促進することが示され
ていた。
　今回の研究により、オーキシンはTIR1に結合し
てTIR1 に構造変化を生じ、その結果、Aux/IAA
とTIR1とが複合体を形成することを促進し、これ
により、オーキシンの作用発現に必要な一連の遺
伝子群を抑制していたタンパク質が分解され、こ
れらの遺伝子が発現することが示唆された。
　さらに Estelle 氏らは、TIR1 と同様に F-box 
protein（植物、動物に存在し、分解する蛋白にユ
ビキチンの目印をつける蛋白ファミリー）に属す
る 3つのタンパク質（AFB1、2、3）とTIR1を全て
欠失した場合、植物の成長は厳しくダメージをう
けることを明らかにし、Developmental Cell 誌に発
表するとのことである２）。
　これらの結果はTIR1 様の蛋白ファミリーは
Aux/IAA蛋白と共にオーキシンに対して多様な生
理学的な応答を指示することを示唆するものであ
ろう。
　今回の研究成果により、オーキシンの制御機構
の解明が大きく前進するものと期待される。
参考：
1）Nature, vol.435, p441-445, p446-451（2005）
2）Science, vol. 308, p1240（2005）
味の素譁　都河　龍一郎 氏のご投稿より
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 ライフサイエンス分野 TOPICS Life Science
　学際的協同研究の要請が増すにつれ、研究者の詳細な専門分野と興味を特定し、効率的に連携相手を
探し出す方法が必要になっている。6月15～17日開催された人工知能学会全国大会にて、人間関係
と位置情報付きブログを活用した大会支援方法が試行され、その内容が学会発表で紹介された。利用者
と引用元の間が双方向に対応付けられる事を利用し、発表に関する興味や知り合い関係を通じて、利用
者と任意の相手の間のアクセス経路や、共通するチェック・リンク一覧を提示する。又、各利用者の ID
発信端末と環境内のセンサを用いて行動履歴を記録し、利用者によるブログ更新作業を支援する。掲載
内容は、関連者にも提示される。認知科学的観点からは、協同研究を支援する技術が発展しても、人
と人が直に会って議論する事の重要性が指摘されており、今回開発された方法は、このような人的繋が
りを重視した連携作りを、組織的・効率的に支援するシステムとなっている。
トピックス2　効率的な研究連携体制作りのためのブログ活用
　研究者人口の増加・専門分野の細分化・学際的
協同研究に対する要望の増大に伴い、研究の連携
相手を組織的・効率的に探す技術が必要となって
いる。これまで、研究の連携相手探しは、①研究
者の個人的な知り合い関係や紹介、②実時間の状
況や新規なカテゴリ概念を必ずしも反映しない、
論文データベースや研究者の登録情報、等に依存
して来た。そこで、研究者の詳細な専門分野と興
味を特定し、人や組織の動態に対応した上で、共
同研究者を探す事の出来る支援方法を目指して研
究が進められている。
　人工知能学会（JSAI）では、研究成果を活用して、
大会環境内に於ける情報活用の支援システムを構
築・運用する試みを続けている。本年６月 15～ 17
日開催された全国大会では、大会支援システムの
機能の一部として、人間関係と位置の情報を付加
したブログが試行され、その内容が学会発表で紹
介された。
　ブログとは、個人によって随時掲載内容を更新
できるWebサイトである。Web日誌で主流だっ
たHTMLに加え、近年既製のソフトウェアを用い
て開設や運営が容易になり、開設者や閲覧者が急
増している（2005年３月時点の日本国内のブログ開
設数は 335万）。
　JSAI 大会支援システムの開発者は、「実世界に
おける行動は、本質的には行為者の自覚によって
定義される主観的なものである」と捉えている。
そこで、利用者による主体的なブログ更新作業を
支援するため、①赤外LEDタグや ICカードなど
ID発信端末と、環境内に設置されたセンサ類を用
いて、位置情報を記録し、②時系列データ解析を
用いて、各利用者の行動履歴を作成し、③これに
基づいてブログ掲載内容の草案を自動的に提示す
るシステムを開発した。利用者の作成した内容は、
ブログ上に公開されると同時に、関連者（「出会っ
た」相手、「聴講した」発表の著者・他の聴衆、等）
に提示される。
　JSAI大会支援システムでは、利用者と引用元が
双方向に対応付けれられる事を利用して、発表に
関する興味や知り合い関係に基づく人間関係ネッ
トワークを作成し活用している。人間関係に加え、
人の位置情報も活用される。ネットワークを用い
て、任意の相手の間のアクセス経路や、共通する
チェックリンク一覧を閲覧できる。
　現時点では、人工知能学会会員、且つ発表を行
う者のうち、協力する旨承諾の得られた、閉じた
集団の中のみでの試行となっている。今後、非会
員の聴講者を含む集団や、他学会との合同大会な
ど、縁故や登録制度によるつながりの得難い状況
で使用可能とする事により、支援システムの本領
が発揮される。
　認知科学的観点からは、協同研究を支援する技
術が発展しても、人と人が直に会って議論する事
の重要性が指摘されている。今回開発された方法
は、このような人的繋がりを重視した連携作りを、
組織的・効率的に支援するシステムとなっている。
参　考：
JSAI2005 大会支援システム：http://jsai-support-wg.org/polysuke2005/
第 19回人工知能学会全国大会、沼et al.：http://www-kasm.nii.ac.jp/jsai2005/schedule/pdf/000193.pdf
総務省「ブログ・SNSの現状分析および将来予測」：http://www.soumu.go.jp/s-news/2005/050517_3.html
イベント空間情報支援システム：http://www.aist.go.jp/aist_j/press_release/pr2005/pr20050610/pr20050610.html
科 学 技 術 動 向　2005年 7月号
6 7Science & Technology Trends   July  2005
 情報通信分野 TOPICS Information & Communication
　電子機器の集積度をより高めるため、複数チップを3次元に積層する技術が開発されている。広島大
学の研究グループは、これまでチップ間接続に用いられていた金属配線を不要にする新しい集積技術とし
て、磁力線でデータを転送するインダクタ結合と、マイクロアンテナで送受信する電波通信、の2種類
のチップ間無線接続を提案している。特に電波通信では、10GHzの高速クロック分配の可能性を持つ。
複数のチップにわたってデータを転送でき、10チップ以上の機能や材料の違うチップの積層も可能として
いる。評価結果が2005 年 2月の国際固体回路会議と6月のVLSIシンポジウムで報告された。
　LSI（大規模集積回路、以降チップという）の集
積度向上は携帯電話の小型化、多機能化や超高性
能コンピュータ等の性能向上を達成してきており、
今後も更なる高集積化の向上が望まれている。い
ままで集積規模は主に微細化技術によって順調に
増加してきたが、その増加傾向も製造コストと消
費電力の急激な上昇で飽和しつつある。そのため
１チップではなく、複数チップを積層して高集積
化に対応する方法も開発されている。チップ間の
接続（インターコネクション）に金属線（Bonding 
wire）を用いるシステムインパッケージ（SiP）と
いう実装技術や積層チップ間を貫通ビアホール
（Via hole）で接続する集積技術などである。いず
れもこれまでチップ間接続は金属配線によって実
現されてきた。
　広島大学ナノデバイス・システム研究センター
の岩田穆教授と吉川公麿教授のグループは、無線
インターコネクション技術を導入して、積層チッ
プ間のデータ通信を行う３次元集積技術を開発し
ており、2005 年２月の国際固体回路会議 ISSCCで
報告した１）。この３次元集積技術では、磁力線を
発生するコイルによる無線通信（インダクタ結合）
とマイクロアンテナによる電波通信の２種類の無
線インターコネクションを用いてチップ間の無線
接続を行っている。右図は、両インターコネクシ
ョンを組合わせた３次元集積システムである。
　インダクタ結合では、多数のインダクタ対を
チップ上の任意の位置に形成し、隣接チップ間を
磁力線で無線通信する。トランスの原理を用い、
100μm程度の距離で誘導結合できるため、チッ
プ内に分散して存在するデータを並列に転送でき
る。転送距離は一旦チップ周辺に配線を引出して
接続する方式に比べ、垂直分の距離だけで済むた
め伝搬時間が短く、インダクタ結合当り１mW以
下の従来より１桁小さい微小電力で１Gビット／秒
のデータ転送を実現している。チップ間の位置ず
れの許容度が大きく、またインダクタのサイズは、
従来の外部端子（パッド）より小さく出来るため、
製造の点でも有利である。これらの最新の研究成
果を 2005 年６月のVLSI シンポジウムで報告して
いる２）。
　一方、電波通信では、チップを透過して高周波
（約 30GHz）の電波を伝搬させ、各チップに形成し
たマイクロアンテナ（約４mm）で送受信する。複
数のチップを亘ってデータを転送できるため、シ
ステム全体のクロック供給やデータの同時伝送に
用いることができる。10チップ以上の積層も可能
とし、10GHzの高速クロック分配の可能性を持つ。
　このような３次元積層方法では、機能や材料の
違うチップの集積もでき、また例えば、チップ間
に熱伝導の良い膜をはさむことで発熱対策も可能
になる。今後の課題は、インダクタ対の高密度配
置時のクロストーク問題、電波干渉問題への対応
等であり、更なる研究開発が推進されている。
トピックス 3　３次元チップ積層での無線を用いたチップ間接続の研究開発
参考文献：
1）A 3D Integration Scheme utilizing Wireless Interconnections fro Implementing Hyper Brains (ISSCC 2005.2)
2）A 0.95mW/1.0Gbps Spiral-Inductor Based Wireless Chip-Interconnect with  Asynchronous Communication 
Scheme(Symposia on VLSI Technology and Circuits 2005.6)
３次元集積システム（3DCSS）
提供：岩田教授
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　地中熱冷暖房システムの開発が進んできた。 地中熱冷暖房は、 年間を通してほぼ15℃と一定の地中
熱を熱源として利用する新しい冷暖房システムで、 省エネ効果を高めることができる。 戸建て住宅用
には旭化成ホームズ譁が、 オフィスビルや公共施設向けにはミサワ環境技術譁と柳町空気調和エネルギ
ー研究所が共同で、 それぞれ改良型の地中熱冷暖房システムを開発した。 旭化成ホームズは、 軟弱地
盤改良用の基礎杭用鋼管を改良して活用することで、 掘削深さを10m程度に抑え、 掘削工費の大幅
削減を実現した。 新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）補助制度の対象にもなっており、
ユーザーの初期投資は約5年で回収可能である。 ミサワ環境技術グループは、 新しい温度・湿度個別
制御型空調技術を導入することで大幅な省エネ効果を達成した。 これらのシステムは、 冷房の排熱を
外気に放出せずに地中に逃すため、 省エネ効果のみならず、 ヒートアイランド現象の緩和への貢献も
期待されている。
トピックス 4　地中熱冷暖房システムの改良が進む
　地中熱冷暖房システムの開発が進んできた。本
システムは、未利用の地中熱を活用する新しい冷
暖房システムで、都市の快適な環境維持に貢献す
ると期待されている。戸建て住宅用には旭化成ホ
ームズ譁が、オフィスビルや公共施設向けにはミ
サワ環境技術譁と柳町空気調和エネルギー研究所
が共同で、それぞれ地中熱冷暖房システムを開発
した。
　地中熱冷暖房システムは、年間を通してほぼ
15℃と一定の地中熱を熱源として利用する。地中
温度は、夏には外気温よりも温度が低く、冬には
外気温よりも温度が高い。このことを利用して、
冷暖房の省エネ効果を高め、結果としてCO2 削減
を図ることが期待できる。旭化成ホームズの室内
機、室外機 の新システムの構成図を右図に示す。
これまでにも実用化したシステムはあったが、熱
交換器を地下約100mに埋めなければならず、最大
の課題は、掘削費を含めた初期費用（600万～ 800
万円）が高いことにあった。旭化成ホームズは、
軟弱地盤に住宅などを建築する際に強固な地盤ま
で打ち込む基礎杭（くい）用鋼管を地中熱冷房シ
ステムに転用し、戸建て住宅用の新型鋼管を開発
した。複数の軟弱地盤改良用鋼管を用いることで
掘削する深さを 10m程度に抑え、掘削工費の大幅
削減を実現し、床下設置タイプで約 270 万円（延
べ床面積 40坪の住宅を想定）まで価格を抑えた。
また、本システムは、新エネルギー・産業技術総
合開発機構（NEDO）補助制度対象にもなっており、
設置費の３分の１が補助される。省エネ効果で従
来型設備に比べて光熱費を約４割削減できるため、
補助制度を利用すれば、ユーザーの初期投資は約
180万円であり、従来型設備との差額は約５年で回
収可能である。
　一方、ミサワ環境技術グループは、オフィスビ
ルなど向けに、地中冷熱を利用して電力使用量を
約７割減らせる冷暖房システムを開発した。ミサ
ワ環境の既存地中熱冷房システムに柳町空気調和
エネルギー研究所の考案した新しい温度・湿度個
別制御型空調技術を導入した。従来の空調は除湿
と冷却とを同時に１つの熱交換器で処理していた
ため、除湿には必要であるが冷却には不必要な５
～７℃の低温冷水を冷却、除湿の区別なく使用し
てきた。本空調技術は、従来１つだった冷熱源を
温度制御用と湿度制御用に分け、別々の熱交換器
とした。近代ビルで空調負荷の 95％を占める温度
制御用の冷熱源温度を従来の５℃から 20℃まで引
き上げ、その他の設備改善も加えて大幅な省エネ
効果を達成した。建設コスト増分も数年で回収で
きる。
　これらのシステムは、冷房の排熱を外気に放出
せずに地中に逃すため、ヒートアイランド現象の
緩和にも貢献するのではないかと期待されている。
戸建て住宅用地中熱冷暖房システム
旭化成ホームズホームページ：
http://www.asahi-kasei.co.jp/hebel/eco/eco7.html# より
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　インド宇宙研究機関 (ISRO) は 2005 年 5 月 5 日、極軌道地球観測衛星「カートサット 1号」
(IRS-P5) とアマチュア無線衛星の同時打上げに成功した。サティシュダワン射場からPSLVロケット
により打ち上げられたカートサット1号は、立体地図作成を主な目的とし、解像度2.5mのカメラを2
台搭載した地球観測衛星である。インドは過去に計11機の IRS衛星を打ち上げており、最近では海洋
観測衛星や陸域観測衛星などミッションの幅が広がってきている。インドはさらに、米国のイコノス衛
星と同等の、解像度1mの「カートサット2号」の開発も行おうとしている。インドは米国だけでなく、
ロシア・中国・欧州などとも積極的に宇宙開発における国際協力を推進し、宇宙先進国の仲間入りを目
指している。
　インド宇宙研究機関（ISRO）は 2005 年５月５
日、サティシュダワン射場から PSLVロケット
により極軌道地球観測衛星「カートサット１号
（CARTOSAT‐1）」（1,560kg）及びアマチュア無
線衛星「ハムサット」（43kg）の同時打上げに成功
した。
　カートサットの名称は cartography（地図作成
学）に由来し、立体地図作成のための画像データ
取得を主な目的とする地球観測衛星である。別名
IRS‐P5 とも呼ばれ、インドの地球観測衛星 IRS
シリーズとしては 11番目の打上げとなる。衛星の
軌道は 22日間で回帰する太陽同期軌道で、高度は
618kmである。カートサット１号に搭載された２
台のカメラで地球の立体画像を撮影できる。２台
のカメラの視方向は前方視で＋26°、後方視で－5°
になるように傾斜させて取り付けられており、解
像度は2.5mで１度に観測できる幅は30kmである。
得られた画像データは圧縮・暗号化を行って地上
局に送信される。５月 13日には、５月 8日に撮影
した最初の取得画像を公開した。
　これまでにインドが打ち上げた IRS衛星シリー
ズのうち初期の２機は、PSLVロケットによる軌道
投入に失敗したが、1994 年に初めて同ロケットに
よる IRS衛星の打上げに成功した。最近では、オ
ーシャンサット（海洋観測衛星、IRS‐P4）、リソー
スサット（陸域観測衛星、IRS‐P6）など目的別に
各種の地球観測衛星が次々と打ち上げられている。
　IRSの画像は、我が国でも譛リモート・センシ
ング技術センター（RESTEC）に依頼すると、米
国のスペースイメージング社を通じて入手できる。
ただし、一般の利用者にとっては、必要とする画
像情報を入手するのに、どの衛星のどのセンサが
いつ取得したものが最適なのかわからない場合が
多い。RESTECでは、問合せに応じて、多種類の
衛星の中から適切な画像データを検索し、取り寄
せるサービスも行っている。
　スペースイメージング社は、商業地球観測衛星
イコノスを所有し、解像度１ｍの画像を販売して
いることで知られるが、IRS衛星の画像データに関
してはISRO傘下のアントリクス社から独占販売権
を得ている。
　インドは米国だけでなく、ロシア・中国・欧州
などとも幅広く宇宙開発における国際協力を推進
している。インドはさらにイコノスと同じ解像度
１mの「カートサット２号」の開発も行おうとし
ていることから、センサ技術が急速に発展しつつ
あると考えられる。インドの地球観測衛星が今後
米国に匹敵する優位性を獲得する可能性もある。
ISRO：Indian Space Research Organization
IRS：Indian Remote Sensing Satellite
PSLV：Polar Satellite Launch Vehicle
カートサット 1号のイメージ図
Photo by ISRO
トピックス 5　インドが立体地図作成衛星の打上げに成功
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欧州の情報化社会技術に関する予測調査
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　本稿では、最近終了した欧州に
おける情報化社会技術の未来予測
調査の概要を紹介する。FISTERA
（Foresight on Information Society 
Technologies in the European 
Research Area）と呼ばれる本調
査は、欧州委員会がその政策の
柱とした「eEurope 2002」および
「eEurope 2005」とよばれるアク
ションプランの一環として実施し
たものである。
　欧州では、後述するリスボン
戦略で謳われた「競争力のある知
識経済」の実現を、「情報化社会
技 術（IST：Information Society 
Technology）」によって達成しよ
うとしている。欧州委員会に所
属する共同研究機関である IPTS
（Institute Prospective Technology 
Study：未来技術研究所）が中心
となり、このような情報化社会技
術の将来像に関して実施した予測
調査がFISTERAである。
　この未来予測では、情報化社
会技術（IST）は、いわゆる情
報通信技術（ICT：Information 
Communication Technology） と
は明確に区別されている。要素技
術としては必然的に情報通信技術
の予測が中心となったが、情報化
社会技術という考え方を構成する
ものは、情報通信の各要素技術と
その変化だけではない。情報通信
技術は、生産活動、情報処理、産
業に関連するが、一方、情報化社
会技術の議論では、技術の社会的
な実現や応用環境について議論す
る。FISTERAでは、各要素の技
術動向を踏まえつつ、あるべき情
報化社会のあり方を検討すること
を目的としている。
　FISTERA の調査手法として
は、EUメンバーが各国独自に実
施した幾つかの技術予測調査を
見直すところから出発し、特許
データの解析による技術的競争
力の水準調査、社会の変遷に関
するデルファイ調査や応用環境の
未来像についてのシナリオ作成な
どが実施され、人材育成を含む広
範囲な議論が行われた。2002 年
の９月に発足した本調査プロジ
ェクトは、2005 年６月で３年間
の調査期間をほぼ終え、最終の取
りまとめを行う国際会議がスペイ
ンのセビリアで開催されたところ
である。すでに、調査過程で実施
された専門家によるワークショッ
プなどの報告書や、分析結果の総
合的なまとめ、および情報通信分
野の要素技術に関する技術動向の
調査結果等が、随時ウェブサイト
（http://fistera.jrc.es/）などに公開
されている。調査費用の総額は、
約150万ユーロであった。
　本稿では、FISTERA調査全体
を俯瞰する総合レポートの内容を
紹介し、欧州の専門家が描く情報
化社会技術の未来像について解説
する。
科学技術動向研究
欧州の情報化社会技術
に関する予測調査
藤井　章博
情報通信ユニット
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２‐１
リスボン戦略
　欧州の科学技術政策では、情
報通信技術は「情報化社会技術
（Information Society Technology）」
の要素として、融合領域や応用領
域のシステム化技術と絡めてより
広範囲かつ構造的に取り扱われて
いる。こうした汎欧州の技術政策
の拠り所となっているのが、以下
に述べるリスボン戦略である。
　2000年３月、欧州連合の加盟国
首脳がリスボンに集い、「Lisbon 
Objective（リスボン戦略）」と呼
ばれる戦略的な政策目標を定め
た。これは、「2010 年までに、欧
州において、より良い職業をより
多く創出し社会的連帯を強化した
上で、持続可能な経済成長を達成
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１の構成である。
　１章では、予測調査手法および
分担して実施された部分的な調査
等の関係が示されている。２章で
は、情報化社会技術の対象となる
領域を説明している。これは 10
しうる、世界中で最もダイナミ
ック、かつ、競争力のある知識経
済を発展させる」という目標を掲
げた宣言文である。この目標を達
成するために必要となる施策を実
施することによって、欧州連合を
より豊かにし、欧州に残存する地
域間格差を是正することが、今後
10 年間の政策目標として定めら
れた。そのなかで、特に、情報通
信分野における技術革新、関連す
る市場の活性化の重要性が指摘さ
れ、これにより完全雇用の実現、
企業競争力の強化を行うとされて
いる。
２‐２
FISTERAの目的
　リスボン戦略に謳われた目標を
達成するため、情報化社会技術の
現状を把握し戦略を立てるために
大規模な技術予測調査が実施され
た。これがFISTERAである。
　本調査は、欧州の情報化社会技
術に関する専門家の知見を結集す
ることを目標としている。まず、
調査の出発点として、欧州各国
でこれまで実施された予測調査プ
ロジェクトの結果が比較検討され
た。調査プロジェクトは、欧州各
地に分散して存在する既存の研究
機関のネットワークによって実施
され、例えば英国の調査機関であ
るPRESTは、デルファイ調査や
シナリオ作成を担当した。各研究
機関がサブプロジェクトを分担し
つつ、IPTSの統括のもとで全体
的な報告書が作成された。
　これまでにも欧州各国は各種の
技術予測調査を実施してきたが、
それらは総じて「汎欧州」とい
う視点を見落としがちであった。
FISTERAでは、欧州全体からの
観点を重視し、「欧州研究圏（ERA：
European Research Area）」の推
進に資する知見の収集と専門家の
ネットワークを構築することを目
的としている。
　具体的な調査結果の取りま
とめは、後述する「技術軌道
（Technology Trajectory）」を、汎
欧州の視点で構築し議論すること
によって行われている。成果とし
て、情報化社会技術の未来像に関
する知識ベースを、未来の俯瞰図
として作成した。調査工程では、
情報化社会技術に関するフォーラ
ムを組織し、分析結果の公開を行
いつつ、情報化社会技術の専門家
の相互理解を深めた。
3   FISTERAの全体像蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　本調査プロジェクトのアウト
プットとして、すでに大量の報
告書が公開され、例えば、人材
問題に関する議論の要約、オンラ
インデルファイ調査の結果４）な
どがある。本章では、主に総合分
析レポートとして全体の総括的位
置付けにある文献１「情報化社会
の将来像に関する欧州の研究領域
における決定要因―FISTERAに
おける専門家グループによる分析
結 果 ―（Key Factors Driving the 
Future Information Society in the 
European Research Area, Synthesis 
Report on the FISTERA Thematic 
Network Study, Sep 2002‐Sep 
2004）」をとりあげ、調査プロジ
ェクトの成果を紹介する。
３‐１
総合分析レポートの構成
　図表１は、FISTERA調査の全
貌を紹介する位置付けにある文献
程度の大領域に分類されている。
ここで、情報化社会技術は、情報
通信技術（ICT）とは区別され、
社会的実現を指向するものである
ことが明確化されている。３章で
は、技術の進化に必要な人材の問
図表１　総合レポートの内容構成
情報化社会の将来像に関する欧州の研究領域における決定要因
̶FISTERAにおける専門家グループによる分析結果̶
エグゼクティブサマリ
序論
１章．調査検討の方法論
分析要因、トップダウンとボトムアップ手法の
統合
２章．社会的要因および挑戦すべき課題
社会的関係の変化、レジャーとリクレーション、
人口の高齢化、医療・健康、文化の多様性と移民、
交通と流動性、学習と教育、社会福祉、公共サ
ービス、政府・行政、安全・安心
３章．人的資源に関する要因
人材不足とミスマッチ、生涯学習、人材の蓄積、
頭脳流出、技能のアウトソーシング
４章．政策を取り巻く環境
欧州の情報技術の現状、欧州連合の目標、欧州
各国の予測調査、欧州委員会によるプログラム、
欧州連合における活動
５章．技術の決定要因
技術軌道、欧州の相対的位置、応用分野に関す
る各国の予測調査、破壊的技術
文献１）を参考に作成
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題を欧州全体の科学技術政策とい
う観点から扱っている。４章では、
情報化社会技術分野における欧州
の現在の環境を確認したうえで、
本予測調査と欧州委員会の実施す
る科学技術政策プログラムとの関
係を検討している。５章では、情
報化社会技術を構成する各種要素
技術に着目し、今後の技術の動向
を検討し、これらに基づいて情報
化社会技術の達成のための要因が
検討されている。
３‐２
競争力の分析
　予測調査手法は、EUメンバー
が各国独自に実施した幾つかの技
術予測調査を見直すところから出
発した。これまでの各国の独自の
調査結果は、それぞれの国益を前
提としているため、ここでは、欧
州全体の繁栄に資するという視点
で全体を再検討している。特許デ
ータに基づく欧州の強みと弱みの
分析、専門家によるデルファイ調
査などのアンケート調査の実施、
専門家等によるワークショップの
開催、ロードマップやシナリオ記
述などが実施された。技術予測手
法として確立されているこれらの
手法をオンラインで実施したこと
は新たな試みであった。
　図表２は、FISTERA全体で利
用された各種の分析手法を「技術
に関連する要因」「経済的・政治
的要因」「社会に関連する要因」「科
学技術に根ざす競争力」の観点か
ら分類している。
　特に、欧州の対米国、日本との
相対的位置付けを検討するにあた
っては、特許データを用いた計量
分析等を実施している。例えば、
文献２には、1976 年から 2002 年
までの間に出願された当該分野に
関連する特許に対する計量学的分
析結果が示されている。データベ
ースは、日・米・欧の３箇所で出
願された特許数等である。分析結
果としては、全体として、米国、
日本に対する欧州の劣位が確認さ
れた。しかし、例えば通信技術
に関しては、幹線網技術などに
優れた蓄積があることが分かっ
た。また、特許の保持に関しては、
欧州の一部大企業に集中してお
り、今後は中小企業による情報化
社会技術の振興が望まれる、とい
う点が明らかになっている。
　また、重要と考えられる 90項
目程度の情報通信分野の要素技術
において、強みや弱みが、それぞ
れ当該分野の専門家によって個別
に検討された。技術動向をデータ
ベース化した上で、それらに関し
て専門からの意見集約を行ってい
る。図表３には、その中で、特に
欧州において強みがあると判定さ
れた要素技術の例を抜粋した。
　要素技術は、「技術軌道」の基
礎となるもので、これら要素技術
が形作るクラスターによって、何
らかの機能が提供され、その上で
応用環境において情報化社会の進
展に寄与するという考え方を取っ
ている。技術軌道と要素技術のク
ラスターに関してはくわしく後述
する。
　一連の要素技術に関する分析結
果から得られた結論としては、欧
州は、米国や日本に対して、総じ
て遅れを取っているというもので
あった。主要な競争相手との溝は、
リスボン戦略が設定された 2000
年以降も狭まっていないと指摘さ
れている。一方、欧州が伝統的に
強い幾つかの分野、例えば通信技
図表２　競争力分析（SWOT分析）の手法
欧州全体の強み（Strength）と
弱み（Weakness）の分析
機会（Opportunity）、脅威（Threat）、
挑戦（Challenge）の分析
技術に関連する要因
特許に関する書誌学的分析、
出版物、二次情報（研究開発費
など）、各国の予測調査
技術の軌道と破壊的技術に関す
る分析、各国の予測調査の分析
を含む
経済的・政治的要因 各国の予測調査と文献
オンライン・デルファイ、目標に
ついてのワークショップ、各国の
予測調査や論文からの情報
社会に関連する要因
文献調査およびオンライン・デ
ルファイ調査
シナリオ構築の実施、ワークショ
ップ、オンライン・デルファイ
科学技術に根ざす
競争力
インタビュー、オンライン・デ
ルファイ、および調査・分析
シナリオ構築の実施、
ワークショップ
SWOT：Analysis of Strength, Weakness, Opportunity and Threat 文献２）を参考に作成
図表３　欧州に競争力のある要素技術
技術 先導国
三次元スキャナー 米、日本／欧州（伊）
バッテリー技術 米、日本、韓国／欧州（伊、独）
セルラー電話 欧州（フィンランド、独、仏、蘭、スウェーデン）
電子ブックリーダー 米、日本／欧州（蘭）
電子インク 米、日本／欧州（蘭）
ガリレオ（測位衛星） 欧州
移動体プロセッシング技術 欧州（フィンランド、独、仏）、日本、米
MPEG 欧州（伊・独・蘭）
プリンター 日本、韓国／欧州（伊）
無線接続 欧州
基幹網 欧州（仏、独）
音声合成と認識 米、欧州
90程度の要素技術の中から、欧州が先導している技術を抜粋
文献２）を参考に作成
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術では、依然として、そのリーダ
ーシップを保っていると結論付け
ている。
３‐３
人材問題
　人材問題に関しては、ワークシ
ョップで集中的に検討された３）。
　90年代の後半、一時的に情報通
信分野の専門家の人材不足が生じ
たが、その後の世界的な ITバブ
ル崩壊の影響で、2001年以降は人
材不足傾向は緩和しているとされ
ている。しかし、この緩和傾向は、
主に市場再編成の影響によるもの
であるため、今後はバブル崩壊の
時とは別の形の情報通信技術人材
の不足が顕著になると指摘されて
いる。
　人材需要の変化としては、まず
第一に、特異な技術的専門能力の
需要から、より広範囲な技能の需
要へ移行することが予測されてい
る。企業は、技術的な専門能力と
ともに、情報社会の市場に関する
理解力、何が市場で有望であるか
というビジネス上の洞察力、顧客
への対応能力、などを持つ人材を
一層求めるようになる。第二に、
事業内容や企業の役割の変化によ
り、新たな技能を獲得する能力の
ある人材がより求められると予測
されている。労働者の再教育に関
しては、生涯学習による支援が重
要であり、これにより技能のミス
マッチを是正することができる。
また、雇用の質を変化させ、女性、
移民、少数民族など、現状では充
分日の目を見ていない人々に新し
いチャンスを開くことが一層重要
であるとしている。
　EUの特徴は、拡大EUの候補
である東欧やトルコなどの周辺諸
国との関係、英国を旧宗主国とす
るインドとの関係が綿密である点
にあり、人材やソフトウエア開発
のアウトソーシングを考える際の
重要な要因になっている。アウト
ソーシングに関しては、インドや
中国との関係が重要とした上で、
特に、東欧諸国の台頭にも着目し、
ドイツなどがその恩恵を受ける可
能性が指摘されている。
３‐４
予測調査の総括
　文献１では、最終的に、リス
ボン戦略の達成のためには、研
究開発投資の増大が必要である
と提言されている。2001 年の統
計データによると情報化社会技
術の研究開発への欧州連合の投
資額はGDPの約２％であり、平
均増加率は 1997 ～ 2002 年の間で
４％にすぎなかった。リスボン戦
略における目標設定である「2010
年に GDPの３％」を実現するた
めには、2010 年までに毎年８％
の研究開発支出の増加が必要であ
る。
　特に情報化社会技術の分野で
は、従来技術の延長では予測でき
ない破壊的な技術が登場する可能
性がある。FISTERAでは、その
ような破壊的技術が登場する可能
性がある分野を幾つか指摘した。
破壊的な技術が突然出現するよう
な場合には、迅速でその後も定常
的な支援が許されなければならな
いと提言している。
　６月16、17日の２日間、FISTERA
の総括を行う会議がスペインのセ
ビリアで開催された。会議のタイ
トルは、「変容する欧州のサービ
スにおける情報化社会技術、2020
年にむけて（IST at the Service of 
a Changing Europe by 2020）」 で
あった。
　なお、FISTERAにおける議論
では、リスボン戦略を達成する
目標年である 2010 年に限らず、
2020年ごろの状況を予測した技術
軌道やシナリオなども検討されて
いる。専門家の意見に基づいて、
情報化社会技術に関する目標達成
の年を 2020 年に設定することも
検討されている。
4   情報化社会技術の動向 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　以下ではFISTERAで検討され
た情報化社会技術の動向を紹介す
る１）。まず、情報化社会技術の応
用領域、次に「技術軌道」の概念
を明らかにする。ここでは、10の
技術軌道が選ばれた。欧州の専
門家の意見を集約した個別の技
術軌道の動向を紹介する。検討
の結果、「破壊的技術」として、
特に今後の動向に注目すべき分野
が明らかになっている。さらに、
予測調査の結果である技術動向を
公開しているウェブサイトも簡単
に紹介する。
４‐１
「情報化社会技術」
の応用領域
　情報化社会技術の応用領域は、
特に、健康・福祉、教育、交通・
運輸、および行政サービスの周辺
で拡大すると予測される。総合
分析では、これらの応用領域にお
いて、今後進展する情報通信分野
の技術がどのような機能を提供
し、また、そうした機能が各応
用領域にいかなる利便性をもたら
すか、という点を領域毎に議論し
ている。
　例えば、欧州の人口動態を考え
ると、高齢者のための医療・福祉、
及び、アプリケーションは、政策
上の課題としてますます重要にな
るとしている。多くのEU加盟国
では、健康保険と健康管理のシス
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テムがコスト高に陥っており、情
報技術による効率化が期待されて
いる。こうした問題が、情報化社
会技術の解決すべき課題とされて
いる。さらに、これまで日常生活
で別々に考えられてきたもの、例
えば、仕事と余暇、余暇と学習な
どの分野が、例えば情報と娯楽の
間の境界線上に現れた「インフォ
テインメント（Infortaiment）」と
いう考え方によって融合される
としている。また、在宅勤務とい
う勤務形態の成功については、経
済のグローバル化進展の時代を迎
え、やっと大規模な実現に向けて
良好な条件が整ってきたとされて
いる。
４‐２
技術軌道の考え方
　情報化社会技術の将来像を検
討するための分析概念として、
FISTERAでは、「技術軌道（TT：
Technology Trajectory）」と呼ば
れる考え方を用いている。
　例えば、「半導体チップ」とい
う技術では、それが１つの技術な
のか、あるいはエッチングやリソ
グラフィー、ロジックなど異なる
概念の技術の集合体であるのか、
という曖昧さがある。つまり、「技
術」という語彙は、その範囲を規
定しようとするときに困難さがつ
きまとう。FISTERAでは、技術
の定義に関するこのような曖昧さ
を避けるため、技術の持つ「機能
性」に着目している。要素技術の
クラスターを考えて、これらに
よってもたらされる機能性、さら
には、そうした機能が提供しうる
サービスとその応用環境を議論す
る。技術軌道は、情報通信分野の
多様な要素技術を、情報化社会技
術という観点で幾つかのグループ
にまとめたものと言える。
　100 を超える要素技術が、専門
家による討論の俎上に載せられ、
情報社会の実現に関してその影響
が強いと考えられる 10の技術軌
道が選ばれた。Bandwidth（広帯
域通信）、Communications（通信
一般）、Data capturing（データ獲
得技術）、Human interfacing（マ
ン‐マシンインターフェース）、
Info Visual Display（情報表示技
術）、Info retrieval（情報検索技
術）、Pin pointing（位置情報処
理）、Printing（印刷・表示技術）、
Processing（演算処理）、Storage
（情報蓄積）、がそれである。以下
の４‐３項では、専門家によるこ
れらの技術軌道の将来像に関する
分析結果を説明する。
４‐３
技術動向
　10 の代表的な「技術軌道」に
関して、2004年現在の状況、2010
年ごろの状況、2020年ごろの状況
を検討している。以下では、文献
１から、各技術軌道の概要のみを
挙げる。
盧広帯域通信
　まず、今後５年間の間に、100Mbps
で４kmのループ長をもつxDSL、
および光ファイバーの敷設が行わ
れる。100Mbps 程度の伝送速度
で、2020 年ごろまでの 99％のサ
ービスニーズには対処できるだろ
う（注１）。一方、無線通信・移動体
通信を必要とする状況では、2010
年代あたりまで広帯域を確保する
ことはコスト高な状況が続く。
　広帯域通信に向けた研究活動
は、特化した目的向けを対象に引
き続き行われる。例えば、ホログ
ラフの投影、科学技術計算におけ
るグリッドコンピューティング、
医療分野、安全環境、等の支援と
広帯域通信の関係においては、一
般的な通信インフラやアプリケー
ションでは対応できなくなること
が予想される。
盪通信一般
　今後 10年間には、ネットワー
ク環境との手軽な接続、つまり「接
続性の個人化」が起こる。2015年
ごろに、ワイアレスルータやアド・
ホックネットワークの登場によ
り、現在より 1,000 倍の伝送容量
を持ちうる端末間通信に際して、
電波の干渉問題が大きくなる。こ
うした見方は「すでに当たり前こ
と」ではなく、今後一層の研究開
発を行い、方向性に関する展望が
必要であるとしている。
蘯データ獲得技術
　これまで、この分野は継続的に
進化したが、現在は大きな転換期
にある。衛星監視、ウェッブカメ
ラ、携帯型録音再生装置等と同様
にセンサーが安価かつ容易に提供
されるようになる。３次元のスキ
ャニング技術も今後 10年間で安
価に提供される可能性がある。こ
うした傾向を支援する技術は、エ
レクトロニクス、バイオエレクト
ロニクス、ナノ技術、MEMS、通
信技術、アナログとデジタルを混
在させるようなチップの製造技術
である。
　情報処理環境の安全性への要求
は、この分野の発展をより速める
可能性がある。今後10年で、ほと
んど全ての物品には、センサーが
埋め込まれるようになり、通信ゲ
ートウエイを介して自律的な通信
が行えるようになる。広範囲にセ
ンサーが利用できることで、デー
タの有効性が増大し、これによっ
て更に情報獲得に関する課題に多
くの尽力が割かれるようになる。
盻マン‐マシンインターフェース
　2010年代の前半に、人間の個人
的感情に対してカスタマイズする
（注１）ここでの考察は、アクセ
ス網の帯域を対象としており、
バックボーン幹線網については
言及していない。
科 学 技 術 動 向　2005年 7月号
14 Science & Technology Trends   July  2005 15
欧州の情報化社会技術に関する予測調査
ようなマン‐マシンインターフェ
ース技術が現れるかもしれない。
後半に入ると、「シャドウイング
機能（個人の情報交換を日常的
に監視すること）」が重要になり、
この技術発展が今日の機械的な通
信アプリケーションに欠けている
部分を補う可能性がある。
　通信は形式ではなく、より「理
解」に基づくものになるだろう。
このため、なんらかの誤解に基づ
く問題の責任の所在などが技術進
化の障壁となる。人工知能、対話
型エージェント、その他の技術が
「道具」となって、こうした閉塞
状態を打開するだろう。幾つかの
分野では、非常に面白いアイデア
が登場しているが、未だ確固とし
た基盤の上にはない。
眈情報表示技術
　情報表示技術の新展開は、デザ
イン、薬品、エンターテイメント
等の分野で重要性が認識され、新
しい市場機会を創出するかもしれ
ない。今後５年間は、固定ディス
プレイと移動体のディスプレイが
より高解像度になる。２次元ディ
スプレイは、以後 15年間進化す
るが、コモディティ品となるため、
収益のマージンはほとんどなくな
る。一方、新しいディスプレイ技
術が移動体環境に登場すると、新
しいサービスを生み出し、そうし
た先進技術を左右できる会社には
高い収益がもたらされるだろう。
３次元ディスプレイは、今後５～
８年程度はニッチな市場に留まる
が、その後の 10年間で新しいサ
ービスを実現するだろう。３次元
ディスプレイは、それ自体は破壊
的な技術ではないが、通信環境と
の関連で新しいパラダイム登場す
ると、そのメカニズムに関連して
は破壊的な要素技術となりうる。
そうしたメカニズムへの投資が、
３次元ディスプレイ自身への投資
よりも多くの富を生み出すと考え
られる。
眇情報検索技術
　現在、情報の生産量が驚くべ
き速度で拡大しており、２～３年
で倍増するというペースが今後
20 年は続く。ただし、２倍になる
のは情報ではなく「データ」で
ある。データを情報に変換する
ことおよびその情報検索技術は、
今後 10 年の重要な技術的チャレ
ンジとなろう。情報検索技術に関
する技術的なイノベーションが、
あらゆるタイプの情報に関して重
要となる。
　この分野の技術の進展に対する
要求は高いが、その内容を予測す
ることは難しい。2008年ごろに一
つの節目があろう。その時点まで
に、幾つかの基本的な技術の進展
がみられ、それによってより具体
的な予測が可能となろう。情報検
索という根本的な問題の解決によ
り、情報社会の開拓を可能とする
ような決定的な変化がもたらされ
る。同時に、問題の解決には、プ
ライバシー、知的財産権、情報
の保護など多くの挑戦的課題が伴
う。この分野では、利便性が向上
することと犯罪の可能性は裏腹の
関係にある。
眄位置情報処理
　情報タグ、ビーコン、GPSや、
ガリレオなどによる衛星測位とい
うサービスは幅広く普及し、2010
年代の後半には当然のこととなり
議論されなくなる。2008 年には、
ほとんどの製品は情報タグを持
ち、その後の 10年間でコンテン
ツなどソフト製品もタグが付くで
あろう。2010年ごろまでは、セキ
ュリティとプライバシーの問題が
強く懸念されるが、不便さを払拭
するような利便性の登場により、
その影を潜めるだろう。
　情報化社会は、幾つかの技術が
互いに協調的な役割を演じつつ、
「タグ付けされた社会」となる。
情報化社会技術の観点から、薬学
や生物学という学問との境界線に
は、この「タグ付けされた世界」
の実現によって、大きな発展の可
能性が生まれる。現時点で、すで
に蛋白質やウイルスにタグ付けす
ることが可能となっている。2010
年代の後半には、タグ付けされた
蛋白質の追跡はより容易になる。
そこで、通信分野等の情報化社会
技術との親密な協調により、健康・
福祉分野における革新的な変化が
もたらされるであろう。
眩印刷・表示技術
　あまり認知されていないが、技
術的観点からは印刷技術の進化は
目覚しく、ビジネスのルールを完
全に書き換えるほどである。これ
は、新しいサービスをもたらし、
仕事の仕方や情報交換の仕方を変
化させている。
　2015年ごろという長期的な視点
では、様々な物品に印刷機能が組
み込まれるとか、e‐inkと呼ばれ
るような印刷物質そのものが印刷
機能を持つような技術から、「破
壊的」状況が現れる。2010 年ご
ろから、印刷物が何らかの動的な
振る舞いをもつ機能が現れるだろ
う。例えば、利用者と相互関係
をもち、印刷物自身が、自動的に
自らを更新するという具合である。
2020年までには、「印刷」の意味す
る標準的な事柄は、微量のインク
を紙に付けるということから、「何
らかの物体を複製する」というこ
とを意味するようになるだろう。
　著作権は、印刷物そのものの
一部となり、利用者が印刷物とど
のように係るかという問題を根本
的に変化させる可能性がある。印
刷物のあるページが、利用者の個
人的な領域と相互作用をもち、印
刷された情報を実際に表示する前
に、それを読む権利について交渉
するようになるかもしれない。
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眤演算処理
　過去 30 年間、演算処理は、18
ヶ月で２倍というペースで進化
し、この進化は、全く新しい産業
とサービスを創出してきた。コス
トの低下は、一国に数台という状
況から、家庭に一台以上のPCと
いう市場の拡大をもたらした。現
在も、需要の落ち込みにもかかわ
らず、より大きな演算能力が求め
られている。固定費を削減し、生
産量を増大しサイズを縮小するこ
とが必要である。
　2020年までに、考えうるありと
あらゆる物品が、何らかの演算処
理能力を組み込むようになるだろ
う。そのような組み込みが一般的
になった状況で、１つの疑問が持
ち上がる。多くの産業は、現在の
ような寡占的な状況を受け入れる
ことができるであろうかというこ
とである。つまり、演算装置を支
配している企業が市場を先導しつ
づけるのか、という問題である。
別な言い方をすると、演算処理技
術に関しては、全ての人（あるい
は国）が平等に製品やサービスを
開発することができるようになる
のか、あるいは、それは、現在市
場を独占して演算処理能力をコン
トロールできる企業にとってより
好ましい方向になるのか、という
疑問である。
眞情報蓄積技術
　情報蓄積技術は、５年毎に新し
い記憶媒体の発明、10年ごとに破
壊的な技術革新が成され、過去10
年間、毎年 10％の価格低下のもと
で性能を倍にしてきた（現在およ
そ１ユーロが300GBに相当する）
70年代のFD、80年代のディスケ
ット、90 年代の CD‐ROM、2000
年代のDVDである。ホログラフィ
ックディスクは未知数で、薄膜ポ
リマーによるメモリの実現は、次
の10年の前半に期待されている。
　そうした破壊的な技術のサイク
ルは、生産からソフトウエア、コ
ンテンツ生産、情報配信、情報管
理とその保護に至るまで、産業に
深いインパクトを与えてきた。能
力と価格の両方に対して、減速要
因は今のところない。その能力は、
ローカルに仮想的な「インターネ
ット」を実現できるほどに、大量
の情報を蓄積することができる。
同時に、全ての事柄が記録できる
可能性があり、新らたなサービス
や全く新しい産業の創出の可能性
がある。
　家電製品などのいわゆるアプラ
イアンスを通して、データ通信イ
ンフラの上で、情報をアクセス・
ダウンロードし、更新・同期す
るというように利用形態が変化す
る。2020年までには、これらに必
要な蓄積能力が提供されるように
なるだろう。
４‐４
破壊的技術
　新しい方式や製品によって、既
存の市場が破壊的に変革すること
がある。このような作用を及ぼす
技術をFISTERAでは、「破壊的
技 術（Technology Disruptions）」
と呼んでいる。過去の典型的な例
は、PCと汎用コンピュータの関
係である。PCの演算処理能力は、
当初は、汎用コンピュータのそれ
を凌いでいたわけではないが、市
場に対して別の価値を提供するこ
とによって「破壊的な技術」とし
ての役割を担ったのである。
　将来現れうる破壊的技術の可
能性を議論するとき、「なぜそう
なる可能性があるのか」という
分析が重要である。そうした分
析を行うためには技術について
の深い理解が必要であり、逆に言
えば、技術の動向に関するこうし
た深い理解こそが、研究開発投資
においてより良い展望や積極的に
検討すべきパラメータを提供する
のである。
　図表４は、FISTERAにおける
技術軌道に関する議論から導き出
された「予測される破壊的技術」
である。
　破壊的技術の具体的な例を、文
献の記述に従って簡単に説明す
る。まず『「製品」から「サービス」
への転換』に関しては、専門家は
次のように予測している。今日の
日常生活を支える家電製品などの
いわゆる「アプライアンス」は、
2008年ごろには、ほとんど全てネ
ットワークとの接続機能を持つよ
うになる。ネットワークを通じて
広い意味でのソフトウエアがその
製品に関する多様な機能を提供す
るようになる。このことは、現在
の市場が「製品に基づいて価値を
提供するモデル」であるのに対し
図表４　FISTRAで想定された破壊的技術
破壊的技術 出現年
「製品」から「サービス」への転換
既に起こっている。
2010年ごろ主要なインパクトが現れる。
ＰＣの消滅 2008～ 2010
ユビキタスシームレスな接続 2008～ 2010
伝送トラフィックパターンの変化
既に起こっている。
2010年ごろ主要なインパクトが現れる。
伝送帯域の制限の解消 2015
使い捨て製品 2009
自律型システム 2007
「コンテンツ」から「パッケージ」へ 2010
仮想的なインフラ 2015
文献２）を参考に作成
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て、今後「サービスに基づいて価
値を提供するモデル」に移行して
いくことを意味している。これが
「製品」から「サービス」への転
換の意味するところである。
　また、『「コンテンツ」から「パ
ッケージ」へ』ということは、大
量のデータから特定の個人に価値
のある組み合わせや所望の表示
形態を採ることによって、意義
のある情報を提供しようという
試みである。映画や番組などの
コンテンツの作成は、現在すで
に膨大な量になっており、有り
余るほど提供されるコンテンツ
の単体の価値は相対的に低下する
一方である。そこで、どのように
そのコンテンツを効果的に提供す
るかというパッケージのあり方が
重要である。専門家のパネルディ
スカッションは、こうした観点か
ら、現在Microsoft 社などが行っ
ている個人情報の蓄積に関する研
究に着目している。これは、個人
にとって価値のあるパッケージの
あり方を模索する研究例であると
考えられる。
４‐５
技術動向の階層的表示
　FISTERAでは、情報通信分野
の要素技術のクラスターを作成し
て、情報化社会技術の今後の動向
を予測している。技術を議論する
対象が４‐２で示した「技術軌道」
であり、情報通信分野の各種技術
が提供できる「機能性」という観
点から、広帯域通信、データ獲得
技術、マン－マシンインターフェ
ースなどの技術軌道のクラスター
が抽出された。前節で紹介したの
は、そのうちの代表的な 10個の
クラスターである。
　これらのクラスターが、情報
化社会技術という観点から、各
種の応用領域等とどのように
相互作用するのであろうか。ま
た、クラスターを構成する各種
要素技術との関係はどうなるの
か。FISTERA では、こうした
技術と社会の関係を、応用環境
（Ambient）／サービス（Service）／
機能性（Functionality）／要素技
術（Technology）という四階層の
構造の上で議論している。最下層
の要素技術とは、図表３に挙げた
ような三次元スキャナーやバッテ
リー技術など多数の技術である。
その上に、それらの要素技術によ
って提供される「機能性」が考え
られ、さらにその上に、こうした
機能によって提供される「サービ
ス」の観点がある。最上層に位置
するのが、応用環境である。
　これらの関係を理解するため
に、「自動車」という応用環境を
取り上げてみよう。図表５は、「自
動車」という応用環境が、技術軌
道という考え方のうえでどのよう
に位置づけられるか、すなわち、
サービス、機能性、要素技術の観
点からどのように分解できるかを
示している。自動車は、娯楽や物
流管理というサービスを提供す
るとともに「安全性」も１つのサ
ービスとして提供する。これを支
える機能としては、通信、音声認
識、高度な「マン‐マシンインタ
ーフェース」などである。さらに、
そのような機能性は、エージェン
ト技術、ソフトウエア技術、液晶
画面、などによって成立する。こ
れは、上層から下層に向かう考え
方の流れであるが、逆に、ある特
定の要素技術の技術進化は、将来
的にどのような機能を提供するの
図表５　技術軌道の例
文献１）を参考に作成
図表６　技術軌道のグラフィック表示
文献５）を参考に作成
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か、それによって新たにどのよう
なサービスがうまれるのかという
下層から上層に向かう方向で、情
報化社会技術を検討することもで
きる。FISTERAでは、各技術軌
道クラスターにおける動向が、こ
うした階層化の観点で、専門家に
よって議論されている。
　図表６は、インターネットのウ
ェブサイト（http://fistera.telecom
italialab.com/）で参照できる技術
軌道クラスターの画面である。こ
のサイトでは、2004 年、2010 年、
2020 年の状況がそれぞれどうな
るかという将来像のシナリオ記
述を視覚的に参照することがで
きる。図表６の例では、年代とし
て「2004 年」、機能性の観点とし
て「三次元グラフィック表示技術
（3D-Imaging）」を選択すると、「ウ
エアラブル技術（Wearable）」と
ともに、サービスとしては「健康・
福祉（Healthcare）」に寄与すると
いう表示が現れている。すなわち、
2004年時点でもすでに医療診断な
どの技術進化が三次元可視化技術
によって進展している点や、身体
機能の状態をウエアラブル技術に
よって計測することなどによって
健康管理に資する遠隔モニタリン
グ等が可能となっていることを表
している。
5   むすび 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　筆者の所感として、FISTERA
の特徴として次の２点を挙げた
い。まず、調査設計全体が、明確
な戦略の実現に向けたプロセスの
一環である点が興味深い。つまり、
「リスボン戦略の 2010 年までの達
成」という目的に焦点を当てて全
体の調査設計が成されている。こ
のため、調査・分析の結果が、リ
スボン戦略の実現に関してどう影
響するかが明確に示されている。
　また、約３年間に跨る調査期間
を通じて、複数の観点から予測と
分析が試みられている。それらの
検討の途中経過が広く公開され、
次の段階での各ワーキンググルー
プの議論にフィードバックされる
というプロセスになっている。こ
うしたプロセスをインターネット
とウェブを活用することによって
効率的に実施している。さらに、
予測調査の実施過程において、
調査に参画する専門家に対して、
人口動態などの社会経済上の指
標など多様な基礎データの提示
も行なっている。このような方
法を取り入れることにより、専門
家の間の戦略に対する認識が深ま
り、問題解決を指向する、より良
いコンセンサスが生まれるものと
考えられる。
　FISTERAはあくまで欧州の情
報化社会技術を対象とする調査で
あるが、日本の科学技術政策に向
けた調査活動に際しても参考とな
る点が多いと考える。
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　日本のデジタルカメラ産業は、
昨今の日本のデジタル家電景気を
支えている重要な製品の１つであ
る１，２）。これは、「誰にもまねの
できないものを、誰にもまねされ
ない方法で作る」というビジネス
戦略が功を奏したのであり、1995
年に始まった市場の立上りから急
激に国際競争力を発揮して高い市
場シェアを獲得してきた３）。その
反面 10 年の年月を経て、この技
術イノベーションの波に乗りきれ
ず苦境に立たされているカメラ関
連企業もある。実際に、2005 年５
月 28 日、DPA 通信は、ドイツの
アグファ・フォト社が破産したと
報道した。同社はこれまで、日本
の譁富士写真フィルム、および、
米国のコダック社と並んで世界の
ビッグスリーと称せられていた写
真フィルムメーカの老舗である。
　そしてさらに、既に国内におい
て、デジタルカメラ市場は飽和し
つつあり、日本のカメラメーカ間
で淘汰が始まっており、京セラ譁、
譁オリンパス社、譁ペンタックス
社が相次いで生産規模を縮小した
と報道されている。このような競
争の中で、シェアを伸ばしている
譁キヤノン、譁カシオ計算機、譁
ソニーなどは、未だ飽和しきって
いない海外市場の争奪を巡って熾
烈な競争を展開している。また、
カメラの老舗である譁ニコンや譁
キヤノンなどは、一眼レフ型の高
級デジタルカメラ市場に力を入れ
はじめている。
　一方、小型のデジタルカメラモ
ジュールを搭載した携帯電話の市
場規模が 2001 年より急速に拡大
しつつあり、携帯電話の 2004 年
度までの総生産台数５億台のう
ち、カメラ付きは 1.8 億台にも達
している。カメラ付き携帯電話に
搭載されている撮像素子と光学モ
ジュールの 80％は、松下電器譁、
ソニー譁、シャープ譁、コニカミ
ノルタ譁４）などの日本製であり、
ここでも日本の企業は強い国際競
争力を発揮している。
　本レポートでは、デジタルカメ
ラの技術とビジネスの両面で日本
がこれまで発揮してきた強い国際
競争力の源泉が何であったかを先
ず明らかにする。そして、ここ数
年のカメラ付き携帯電話の急進展
という新たな局面を迎えたデジタ
ルカメラ技術と産業の今後の動向
を探る。特に、主として携帯電話
への搭載を狙った「可変焦点液体
レンズ」という新たな技術イノベ
ーションへの挑戦が、フランスの
大学発ベンチャー、Varioptic 社
によって推進されている事実に注
目する。同社は、ノキア社、モト
ローラ社に次いで世界第３位の携
帯電話シェアを持つ韓国のサムス
ン社と技術提携を結んで本格的な
ビジネス構築に向けて邁進してお
り、日本が目下、国を挙げて推進
中の産学連携の好事例と見られる
からである。
　2005 年５月に経済産業省が発表
した統計によると、日本の大学発
ベンチャー企業の数は、1,099 社
に達した。これは、2001 年に立て
られた数的目標が産官学の努力に
より３年の歳月を経て達成された
数である。そして、これからは、
大学発ベンチャーの質的向上、す
なわち、経営の自立性が問われる
段階に来ている。本レポートは、
このような状況の中で、Varioptic
社をフランスの大学発ベンチャー
の典型例とし、その立上げの経緯
やフランス政府からの支援状況な
どを見て、質の向上に向け邁進中
の日本の大学発ベンチャー育成の
進め方への提言を行う。
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　デジタルカメラの原型である電
子式カメラは、1981 年発表のソニ
ーによるアナログ式の「マビカ」
にはじまり、その後 1989 年に富
士写真フィルムと東芝がデジタル
式を発表した。しかし、当時は未
だ、パソコンなど周辺機器の対応
が整っていなかったため市場は立
ち上がらず価格も高かった。とこ
ろが、Windows95 の発売と同時
に始まったパソコンの普及に牽引
され、1995 年にカシオ計算機譁が、
民生用として初のデジタルカメラ
を発売してから急速に市場が立ち
上がった。そして、これに続くイ
ンターネットの浸透によってさら
に普及が加速された。
　今にして見ると’81 年から’95 年
までの 14 年間は、デジタルカメ
ラ産業が飛躍するための助走期間
であったと言えよう。この期間は、
研究開発の管理者にとって研究の
方向付けに細心の注意が必要であ
るが、むしろ、研究開発のイニシ
ャティブは研究開発者の自主性に
委ねられるべきであり、研究管理
者にとってはパソコンの普及など
周辺状況が整うまで成果を焦らな
い忍耐が要求される期間であった
ともいえる。
　このようなデジタルカメラの基
本構成は、図表１に示すように、
撮像素子、結像光学系、イメージ
プロセッサー（DSP）、液晶モニ
ター、バッファメモリ （ーDRAM）、
カードメモリ（フラッシュメモ
リ）、そして、これらを駆動する
電子回路と制御メカニクスなどか
ら成り立っている。デジタルカメ
ラの心臓部である撮像素子には、
CCD（Charge Coupled Device）、
あるいは、CMOS （Complementary 
Metal Oxide Semiconductor）と呼
ばれる電子デバイスが使われてお
り、撮像素子上に結ばれた像の光
量分布が光電変換される。得られ
たアナログの電気信号はイメージ
プロセッサとバッファメモリの働
きによってデジタル信号に変換さ
れ、フラッシュメモリ（書き換え
可能、かつ電源を切っても記憶保
持可能）からなるカード型メモリ
に貯蔵される。
　もう１つの心臓部は、撮像素子
上に被写体の像を結ぶためのレン
ズ光学系である。レンズ光学系は
収差を除去するために、数枚の非
球面レンズから成り立っている。
また、光学系にズーム機能を持た
せるために、組みレンズの焦点距
離や、レンズと撮像素子の間隔を
変える機構とアクチュエーターが
必要であり、実装上一定のスペー
スが要求される。
2   デジタルカメラの開発歴と基本構成 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
図表１　デジタルカメラの基本構成
3   デジタルカメラの国際競争力の分析 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
３‐１
デジタルカメラの市場分析
　このような構造を持つデジタル
カメラは、パソコンの画像入出力
機器として打って付けであるため
業務用から家庭用まで幅広く普及
している。その結果生産台数の伸
びは著しく（図表２）、総生産高
に占める輸出の割合も年々増加し
図表２　デジタルカメラとフィルムカメラの生産台数推移
カメラ映像機器工業会統計資料をもとに科学技術動向研究センターで作成
科 学 技 術 動 向　2005年 7月号
20 Science & Technology Trends   July  2005 21
デジタルカメラとカメラ付携帯電話の動向
ている（図表３）５）。
　さらに、図表４に示すように海
外市場における日本企業のシェア
は、80％に上り日本企業の国際競
争力の圧倒的な強さが実証されて
いる。
３‐２
撮像素子
　このように強い国際競争力の源
泉を探るために、デジタルカメラ
の心臓部である撮像素子（CCD、
あるいは CMOS）の画素数（ピク
セル数）ごとの出荷額を調べた（図
表５）５）。1M ピクセル以下に始ま
った画素数は、年々増加の一途を
たどり、最近は 5M から 6M の製
品の出荷台数が最も多い。すなわ
ち、出荷台数のピークがより多く
の画素数へ向けて年々シフトして
いる。これは、従来よりも高位の
撮像素子を搭載したデジタルカメ
ラが発売されると消費者は、そち
らの素子を搭載した高位製品を選
択するため、低位製品の市場がす
ぐに飽和してしまうからである。
つまり、画素数の増加が市場を牽
引してきたといえるのであり、こ
れが撮像素子の先端技術開発力を
有する日本企業が圧倒的な国際競
争力を発揮出来た理由の１つであ
る。実際、デジタルカメラに搭載
されている撮像素子は、譁ソニー
や松下電器譁製などであり、これ
らがシェアの大半を占有し、間接
的にデジタルカメラの市場を牽引
してきたと言える。
　しかしながら、例えば画素数が
4M と 7M の撮像素子で写した場
合、印画紙のサイズが A4 と大き
くなっても、人間の目には画質の
差はほとんど見分けられない。従
って、普及型のデジタルカメラ
の画素数は飽和する可能性があ
る。但し、写し取った画像の一部
をトリミングによって拡大する場
合は、当然、画素数が多いほど有
利である。そのため、4M 以上の
画素数を持つデジタルカメラは、
プロ向けや趣味性の高い用途に展
開し、一般用途よりも高い光学性
能を持つ高級一眼レフカメラの方
向に向かう。その結果、いわゆる
普及型デジタルカメラの競争の場
は、画素数向上という性能競争か
らコスト競争に変容していくと予
想することができ、日本の企業は、
韓国、台湾、そして、中国の光
学メーカーとこれまで以上に熾烈
なコスト競争に巻き込まれること
になる。すなわち、普及型デジタ
ルカメラという範疇で考えている
図表３　デジタルカメラ総生産額に占める
 国内出荷額と輸出額の推移
カメラ映像機器工業会統計資料をもとに科学技術動向研究セ
ンターで作成
図表４　日本企業の世界シェア
カメラ映像機器工業会５）、ガートナー社６）、電子情
報技術産業協会７）資料に基づき科学技術動向研究セ
ンターで作成
図表５　画素数毎の出荷額の年次推移
カメラ映像機器工業会統計資料をもとに科学技術動向研究センター
で作成
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と、画素数増加という日本企業の
牽引力が弱まる可能性がある。
３‐３
光学系
　日本の企業が国際競争力を発揮
してきたもう１つの源泉は、光学
系の設計と製造技術４）である。現
在多くのデジタルカメラに搭載さ
れているレンズには、光学ズーム
に代表される高度なレンズ設計技
術と、光ディスクのピックアップ
用に開発されたガラスモールドレ
ンズやプラスチックレンズ８）の
製造技術が活用されている。すな
わち、ここで使われているレンズ
は、収差除去のために非球面形状
をしており、モールド用の金型を
使って大量に生産される。金型の
作成やレンズのコーティング技術
は、ノウハウの固まりである。つ
まり、「誰にもまねのできないも
のを、誰にもまねされない方法で
作る」という戦略がそのままあて
はまるケースであり、日本の光学
メーカや電機メーカのお家芸とし
て世界の最先端を走って来た。日
本の光学メーカは、このような高
い光学技術を今後も維持できるの
であろうか？　このような問題意
識で次にカメラ付き携帯電話の動
向を探る。
4   カメラ付き携帯電話の潮流蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
４‐１
カメラ付き携帯電話の
市場動向と技術課題
　図表６は、デジタルカメラの市
場の変容を図式的に表したもので
ある。すなわち、デジタルカメラ
は撮像素子のピクセル数の増加と
ともに進展してきたが、今後は少
なくとも３つの方向に多様化する
と予想される。１つは従来の延長
線である。２つは 5M ピクセル以
上の撮像素子を搭載した高級一眼
レフ式デジタルカメラの方向であ
る。そして、３つ目がカメラ付き
携帯電話９）である。
　これらのうち、カメラ付き携帯
電話の生産台数は、デジタルカメ
ラと同様、既に急速な伸びを示し
ている。図表７は、カメラ付き携
帯電話の市場実績と今後の予測で
ある６，10）。2004 年の実績で、５億
台。そのうちカメラ付きは 1.8 億
台であるが、2008 年には７億台と
なり、その 90％以上がカメラを搭
載しており、60％がズーム機能を
持つと予想されている。
　携帯電話に搭載されている受光
器の画素数は、現状ではデジタル
カメラの画素数よりも少ない。そ
して、30 万画素の光学モジュール
は中国で生産されており、1M 以
上の画素数の光学モジュールは日
本で生産されている。
　従って、デジタルカメラの価
格競争によって下がった低価格
の撮像素子の応用先は、携帯電話
用カメラの方にシフトして行くと
予想される。さらに、撮像素子の
画素数が増えても、チップサイズ
は変わらないので、１枚のウエハ
から採取できるチップの数は変わ
らない。そのため、歩留まりさえ
確保されれば、画素数の増加に応
じて生産コストが高くなることは
ない。その結果、携帯電話に搭載
される撮像素子の画素数は、増加
の一途をたどり、携帯電話市場に
おいてもその伸びの牽引役の一端
を担うのは撮像素子の画素数であ
る。かつて DRAM のコスト競争
で日本の電気メーカに勝ち抜いた
企業の１つである米国の Micron
図表６　デジタルカメラ市場の多様化
図表７　カメラ付き携帯電話市場の実績と今後の予測
ガートナー社６）、および、Varioptic 社 10）の資料をもとに科学技術動向研究セ
ンターで作成
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社が CMOS の撮像素子生産に力
を入れはじめており、着実にシェ
アを伸ばしていることにも注意が
必要である。
　ところが、携帯電話に搭載でき
るレンズ光学系のモジュールは、
自動焦点機構やズーム機構を含め
てデジタルカメラの場合よりも相
当小型である必要がある。図表８
は、2005 年５月にサムスン社が発
表した従来式の光学３倍ズーム光
学系を搭載したカメラ付き携帯電
話である。写真からわかるように、
レンズ光学系が固定焦点の場合よ
りも大きくなり、携帯に十分適し
ているとは思えない。また、携帯
電話の落下試験は 1.8m と高く、
作動回数も５万回であり、通常の
デジタルカメラよりも厳しい。さ
らに、今後も HDD（ハードディ
スク）搭載やスイカ機能など携帯
電話の高集積化や多機能化は益々
進展するのでこれまで以上に部
品の小型化と省電力化が必要であ
る。従って、光学系の小型化やズ
ームレンズの駆動用機械系の耐衝
撃性、さらには撤廃への要求は強
くなる一方であり、何らかの技術
ブレイクスルーが期待されること
になる。
４‐２
可変焦点液体レンズの登場
　光学系の小型化のブレイクスル
ーへの挑戦は既に存在し、今年の
CeBIT’05（国際情報通信見本市・
ハノーバメッセ・３／ 10 ～ 16）で、
フランスのベンチャー、Varioptic
社 10）がサムスン社と共同で試作
品の発表を行った。
　CeBIT’05 の主催者によると、
今年の傾向は、いわゆるハード製
品の市場規模が全体の４分の１に
縮小されているという。その狭く
なったハード市場に韓国、台湾、
中国など東アジアの国々の企業が
ひしめきあい、日本のハードメー
カーは、これまで以上に厳しい低
コスト競争に巻き込まれる。そし
て、その市場の大きな部分を占め
る携帯電話の部品ビジネスにフラ
ンスの大学発ベンチャーがサムス
ン社と組んで参入するというので
ある。
　今回の CeBIT’05 のキーワード
は Digital Convergence（デジタル・
コンバージェンス／統合）であっ
た。すなわち、デジタル技術を“か
なめ”にサービス、ソフト、テレ
コム、そして、ハードが統合され
る図式であり、このデジタルな市
場が、これら４つの分野で等分さ
れている状況である。例えば IBM
社の戦略「PC 部門を中国企業に
売却」に端的に示されるように、
特に米国企業は IT 技術を活用し
た、より生産性の高い知識集約型
のハード以外のビジネスに力を入
れており、ポスト工業化社会へ向
けて年々、一歩一歩進行している。
　CeBIT’05 の展示社数は、6,270
社（昨年は6,109社）、総展示面積は、
308,881平米（昨年は312,539平米）、
参加者数は７日間で 48 万人（昨
年は 51 万人）であった。これら
の数字から、この見本市の規模が
いかに巨大であるか容易に想像で
きる。展示社数の国別ランキング
は、図表９に示したとおりであり、
今回も、東アジア諸国の大躍進ぶ
りが、はっきりと数字にあらわれ
ている。
　CeBIT’05 でのデジタル家電の
広大な展示ブースでは、譁松下電
器が手ぶれ補正付きデジタルカメ
ラの大がかりで派手な宣伝を行っ
た。しかし、特に新しい技術が発
表されたわけではない。これに対
図表８　従来技術による光学３倍ズーム付き
 携帯電話モデル
３倍ズーム
光学系
サムスン社提供写真に基づき科学技術動向研究センターで作成
図表９　CeBIT’05 出展社数の国別ランキング
主催者資料に基づき科学技術動向研究センターで作成
科 学 技 術 動 向　2005年 7月号
24 Science & Technology Trends   July  2005 25
デジタルカメラとカメラ付携帯電話の動向
し、サムスン社は、前述のフラン
スの大学発ベンチャーVarioptic
社の試作品である電圧印加式可
変焦点液体レンズを搭載したカメ
ラ付き携帯電話の試作品を展示し
た。そのモデルは、図表８に示し
たモデルとは異なり、概観は従来
のカメラ付き携帯電話と変わらな
いのにズーム機能を持つという。
技術提携額は 120万ユーロと報道
されている。
　図表 10は、Varioptic 社の可変
焦点液体レンズの原理である。す
なわち、光学系は、水、および、
油の液滴レンズからなるダブレ
ットである。液滴は、表面張力に
より球面状となりレンズ効果を持
つ。単一のレンズでは、色収差や
球面収差が発生するため、凸レン
ズと凹レンズを組み合わせたアク
ロマチック（色消し）な構成とな
っている。図表 10の左側の図は、
電圧が印加されていない状態であ
り、レンズへの入射光はレンズを
通過後発散する。しかし、右側の
図のように、電極に 40Vの電圧
を印加するとレンズ曲率が増加し
てジオプトリ（屈折力：焦点距離
の逆数）が大きくなり、入射光は
レンズを通過後収束する。すなわ
ち、レンズの焦点距離を変えるこ
とができ、自動焦点機能を持たせ
ることができる。さらに、このユ
ニットを二式設置すればズーム機
能を機械系とそれを駆動するモー
ターなしで実現できるというので
ある。
　カメラに要求されるレンズの屈
折力指標であるジオプトリ25（焦
点距離 40mm）を達成させるため
の印加電圧は、開発当初 250Vと
高かった。しかし、図表 11に示
すように、Varioptic 社の技術陣
の努力により、５年の歳月を経て
40V以下まで低減されており実用
化のレベルに達している。このよ
うに、可変焦点液体レンズは、低
コスト、耐衝撃、省電力、高速、
小型などカメラ付き携帯電話に搭
載される光学モジュールとして格
好の特徴を秘めている。
　カメラ付き携帯電話への搭載
を狙った液体レンズの開発は、
オランダの大企業 Philips 社で
も行われている 11）。特許的には
Varioptic 社の方が早いと同社は
喧伝しているが、図表 12に示す
ように完成度は両社でほとんど接
近している模様である。Philips 社
は、何に積むかは明らかにしてい
ないが、既に量産ラインを準備し
ているという。
　ベンチャー企業はスタート時
点では大企業よりも優位に進展す
るが、いよいよ製品化となった場
合、信頼性や品質を保障せねばな
らず、しかも大量生産ということ
になると、大企業が有利である。
Varioptic 社も、量産は、例えば
サムスン社のようなライセンス先
で行い、自社では試作品開発に止
めるとしている。今後の両社の動
向が注目される。
図表 10　可変焦点レンズの原理
Varioptic 社の資料をもとに科学技術動向研究センターで作成
図表 11　印可電圧低減の歴史（25 ジオプトリ）
Varioptic 社の図をもとに科学技術動向研究センターで作成
図表 12　Philips 社の可変焦点液体レンズ
Philips 社提供写真をもとに科学技術動向研究センターで作成
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　ここで、カメラの歴史を振り
返ると、現在普及しているカメラ
の原型の発明は、米国のコダック
社でもドイツのアグファ・ゲヴァ
ルト社でもなく、フランスの画家
Louis Daguerre （1799 ～ 1851）に
よってなされ 1839 年に発表され
た 12）。カメラ技術は、その後、ド
イツやアメリカに渡った。アメリ
カ で は、George Eastman（1854
‐1932）によって設立されたコダ
ック社が 1888 年に発売したロー
ル式カメラによって急速に一般に
普及した 13）。ところが、フランス
には、カメラ産業はほとんど存在
していない。従って、カメラ技術
の発明はフランスでなされ、ビジ
ネスはアメリカで成立したといえ
る。因みにこれは、トランジスタ
の発明がアメリカでなされ、日本
で開花したという過程に類似して
いる。
　したがって、今日のフランス
においては、カメラ産業の技術
イノベーションは大学発でしか
ありえない。因みに、同じよう
な事態が最近、米国の大学でも
起きている。すなわち、半導体
の露光装置について、現状では、
アメリカの企業は国際競争力を
持っていない。にもかかわらず、
MIT が液浸リソグラフィーとい
う技術イノベーションのきっか
けを打ち出し、いわゆる ITRS
（International Technology Road 
Map for Semiconductors）ロード
マップを３世代先までブレイクス
ルーした事例がある（拙著：科学
技術動向 2004．514）。
　可変焦点液体レンズというユ
ニークな技術の発明者は、元フラ
ンスの大学の教職にあり、国立科
学研究センター（National Center 
for Scientific Research）の研究科
学者でもあった Bruno Berge 氏
である 15）。もちろん、液体レンズ
の本格的な実用化には、耐温度変
化などの品質保証や組み立てコス
トに課題が残っている。また、光
学系を従来の機械式で小型化する、
あるいは、5Mの撮像素子の画素数
を３倍増やして15Ｍにし、３倍の
デジタルズームで5Mの画質を得
るなどという方法も考えられる。
　そして、仮に、液体レンズが
大量生産やコスト課題に応えら
れず、カメラ付携帯電話への適
用が困難であった場合でも、た
とえば胃カメラ用の光学ヘッド
などへの応用もある。したがっ
て、液体レンズがもし何らかの
形で上手く製品化されれば、日
本の応用光学分野に携わってい
る大学の研究者がせっかくの機
会を見逃してしまうことになり、
残念な結果となる。それは、日
本の大学の研究者の方が、最先端
のデジタルカメラや胃カメラの技
術に接する機会が多く、発明のチ
ャンスにより恵まれていると思え
るからである。
　Bruno Berge 氏によって創立さ
れた Varioptic 社は、2002 年、フ
ランスのリヨン市の Lyon-Gerland 
Technopole16）に設置された。創
立当時から1999年にフランスで成
立したイノベーション法に支えら
れ 20）、ANVAR（National Agency 
for the Valuation of Research）、
Créalys（ローヌアルプ・インキ
ュベータ）、University of Joseph 
Fourier、Région Rhône-Alpes（ロ
ーヌアルプ地域圏）、Rhône-Alpes 
Entreprendre（ローヌアルプ起業
者支援）、そして、Ministere de la 
Recherche（フランス研究省）か
ら支援を受けている。
　Berge 氏によると、可変焦点
レンズの開発は、ジョセフ・フ
ー リ エ 大 学（Université Joseph 
Fourier ／ Grenoble I）、及び、リ
ヨン国立高等師範学校（Ecole 
Normale Supérieure de Lyon）に
おける 10 年間にわたる研究の結
実であるという。すなわち、研
究は 1990 年ごろに開始し、主力
の特許登録は 1999 年（WIPO：
99018456）であり、政府からの支
援を受けたのは、2002 年からであ
る。1990 年当時は、デジタルカメ
ラもカメラ付き携帯電話も存在し
ていなかった。従って彼は、液体
物理の専門家として、応用の出口
を意識しない“Electrowetting”の
基礎研究を数年間じっと耐えて
継続した頑固な研究者であったよ
うに見える。因みにデンマークの
ノーベル賞理論物理学者、ニール
ス・ボーアの最初の論文は「液体
の表面張力の測定」であった 17）。
従って、“Electrowetting”の研究
は、相当基礎的なテーマであった
と推定できる。つまり、Berge 氏
はこの水面下での期間に専門を深
め、“Electrowetting”のメカニズ
ムを深く研究し、技術のコアを作
り上げ、研究自体の主体性を先ず
獲得した、つまり、「競争力のコア」
としたのである。
5   フランスの技術イノベーションの伝統とVarioptic社 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
科 学 技 術 動 向　2005年 7月号
26 Science & Technology Trends   July  2005 27
デジタルカメラとカメラ付携帯電話の動向
　以上の事例をもとに、日本の
大学発ベンチャーの進め方につい
て議論する。そこで、日本の大学
発ベンチャーの現状を見ると、そ
の数については、図表 13 に示す
ように 1099 社に達した（2005 年
５月に経済産業省が発表した統
計 18）。これは、2001 年に立てら
れた数的目標（1,000 社）が、産
学官の３年にわたる努力の結果達
成された数である。そして、経済
産業省は、これからは、「創出促
進から成長支援に向け、量から質
に転換することを通じ、経済活性
化への寄与が期待」される 18）と
コメントしている。
　質の向上という観点から、今回
のフランスの大学発ベンチャーで
ある Varioptic 社の事例を見ると、
経済がグローバル化した今日にあ
っては、その国が必ずしも強い国
際競争力を持っていない産業分野
でも、質の高い大学発ベンチャー
が育つ可能性が十分あるというこ
とである。これは、広く産学連携
について言えることであり、前回
報告した半導体露光装置の液浸リ
ソグラフィーによるブレイクスル
ーのきっかけが、この産業分野で
必ずしも国際競争力の強くない米
国の MIT から出たという事例 14）
によっても理解できる。
　また、Varioptic社の例のように、
技術のコアが深く、大学発ベンチ
ャー開始後の「競争力のコア」を
既に備えており、むしろ特許を結
果として出すタイプのベンチャー
も大学発ベンチャーの質の向上に
大きく寄与する可能性が高いとい
うことである。
　従って、研究資金を助成する日
本の政府の機関や研究を管理する
大学内の機関は、“競争力のコア”
をさらに強化するために、フェー
ズの若いテーマについては、あ
る程度の期間、功を焦らず忍耐
強く、研究の進む方向の妥当性
を研究者とともに確認しあいな
がら、研究者の個性と主体性を
十分重んじる管理の仕方が必要で
あると考える。
6   日本の産学連携の進め方への提言 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
図表 13　大学発ベンチャー企業数の推移
経済産業省資料もとに科学技術動向研究センターで作成
7   結　言 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　光露光装置の液浸技術ブレイ
クスルー 14）や可変焦点液体レン
ズに見られるように、光学製品に
使われる材料は、ガラスにはじま
り、プラスチックを経て、液体を
活用するところまで来た。液体レ
ンズの開発は、Handling、組み立
てコスト、耐温度変化などを考え
ると、企業で取り組むにはリスク
が大きすぎるテーマであった。勿
論、待ち伏せ特許という考え方が
あって、アイデア段階だけで特許
化する場合もある。現に、液浸露
光については、譁日立製作所が遡
ること 1980 年頃に特許出願して
いる 14）。また、譁キヤノンから液
体レンズに関する出願もなされて
いる。
　しかし、収差補正など高い性
能が要求されるレンズへの応用と
なると、やはり、皮相なアイデア
だけでは本格的な技術にならず、
“Electrowetting”の物性的な現象
の物理学的解明が先立たねばなら
なかった。そのため、研究者の自
発的な知的好奇心を駆動力とする
大学の活躍が重要な役割を担うの
であり、大学は、本格的な技術シ
ーズの潮流をつくるよう期待され
ている。
　その一方で、デジカメの市場が
飽和し、カメラ付き携帯電話の市
場が新しい潮流となっていること
が明らかとなった。これらの技術
シーズの潮流と市場ニーズの潮流
がぶつかり合う潮目に、大きなビ
ジネスチャンスがある。実際、可
変焦点液体レンズ開発のプロジェ
クトは、フランスの大学発ベンチ
ャーと韓国サムスン社の連合のみ
ならず、巨大企業の老舗であるオ
ランダの Philips 社も推進してい
ることに注目すべきである。
　日本の産学連携はここ数年で体
制が整い、大学発ベンチャーの数
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的目標が達成され、いよいよ真価
が問われる段階に入った。企業で
辛酸を舐めながら実績を積んだ技
術者は、「完成度の低い研究は冗
談である」と言い切る。大学の研
究者は、ハイリスクな研究テーマ
に取り組めるというエキサイティ
ングな境遇に恵まれている。これ
まで以上に自らの技術のコア育成
につとめ、市場の新しい潮流に果
敢に足を踏み入れ、チャンスとみ
たらビジネス勝負に挑むべきであ
る。それは、経済がグローバル化
した今日にあっては、Varioptic
社の事例のように、その国の企業
が必ずしも強い国際競争力を持っ
ていない分野でも、質の高い大学
発ベンチャーが育つ可能性が十分
あるからである。
　一方、政府の機関や研究を管理
する大学内の機関は、研究資金の
助成や運営にあたり、ハイリスク
であってもスケールの大きいイノ
ベーションを狙う研究の保護者と
して、ある程度の期間長い目で功
を焦らず忍耐強く研究者の個性と
主体性を十分重んじる経営の仕方
が重要であると考える。
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　東アジア地域の国々は、世界の
３分の１強の人口を擁し、近年の
めざましい経済活動に伴って、図
表１に示すようにエネルギー消費
は急増している。一方、エネルギ
ー源は石炭から石油への燃料転換
が進んではおらず、硫黄含有率の
高い石炭に依存せざるを得ない国
も少なくない。また、中国をはじ
め、急速にモータリゼーションが
進んでいる国も多い。そのため、
硫黄酸化物（SOx）、窒素酸化物
（NOx）、浮遊粒子状物質（SPM）、
オゾン（O3）濃度は増加してきて
おり、深刻な大気汚染問題に直面
している。
　大気に放出された汚染物質は、
季節風等による大気の大循環によ
り、広域に広がり国境を越え、他
国へも深刻な影響を与える可能性
は極めて高い。東アジア地域にお
ける、今後の更なる経済活動の拡
大等を見込むと、近い将来、広域
にわたって、越境大気汚染物質に
よる問題が大きくなることが予想
され、早急に広域環境対策を進め
る必要がある。
　本稿では、大気汚染問題を解決
する上で、環境大気モニタリング
や汚染物質排出源のモニタリング
が果たす重要な役割を述べるとと
もに、日本が今までにモニタリン
グを軸として、大気汚染物質を大
幅に削減してきた環境対策を概説
する。東アジアの越境大気汚染問
題に対しても、地域全体を網羅す
るモニタリングネットワークの構
築は非常に重要であり、環境先進
国である日本が取り組むべきこと
を考察する。
科学技術動向研究
東アジアにおける
大気汚染物質モニタリングについて
̶アジアの環境先進国としての我が国の展開̶
福島　宏和
環境・エネルギーユニット
図表１　アジア諸国の一次エネルギー消費量の推移
参考文献１）日本エネルギー経済研究所より
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２‐１
日本海側地域に
おける酸性雨
　環境省が 2002 年度までに実施
した過去 20 年間の酸性雨の全国
調査結果によると、酸性雨に含ま
れる硫酸イオンおよび硝酸イオン
の沈着量の季節変動は、地域によ
り差がみられた。本州中北部の日
本海側と山陰地方では、冬季に硫
酸イオンおよび硝酸イオンの沈着
量が最大となっていた。この観測
結果は、アジア大陸で大気中に放
出された SOx や NOx が、冬季の
季節風により、日本海側に到達し
ていることを示唆している２）。
　また、大陸からの季節風が強い
期間（1999年１月15日から１ヶ月）
の越境大気汚染物質の移動を、数
値モデルを用いて計算した結果
によると、日本で観測された SOx
沈着量のうち、中国を発生源とす
る割合が 62％、韓国を発生源と
する割合が 16％と推計され、ア
ジア大陸からの越境大気汚染物
質の影響が相当大きいと見積もら
れている３）。
２‐２
日本上空の
対流圏オゾン濃度
　図表２に日本における NOx 
濃度および非メタン炭化水素
（NMHC）①濃度、光化学オキシダ
ント②濃度、図表３に東京都にお
ける光化学オキシダント注意報発
令日数の推移を示す。日本におけ
る NOx と NMHC の濃度は近年、
横ばいあるいは減少傾向である
が、光化学オキシダント濃度は日
本全国で増加傾向にあり、全国的
に環境基準③の達成率が低く、首
都圏などにおけるオキシダント
注意報発令日数は改善されていな
い。これらの要因解明を目的とし
て、C海洋研究開発機構が実施
した後方流跡線解析④手法を用い
た対流圏オゾンに関するデータ解
2   アジア大陸起因の大気汚染物質が日本に及ぼす影響の可能性蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
図表２　日本における窒素酸化物および非メタン炭化水素、光化学オキシダント濃度の平均値の推移
参考文献５）より
①非メタン炭化水素
　メタン以外の炭化水素の総称であり、光化学オキシダントの原因物質である。
②光化学オキシダント
　光化学スモッグの原因となる大気中の酸化性物質（酸化力の強い物質）の総称。オ
ゾンが主成分である。
③環境基準
　人の健康の保護及び生活環境の保全のうえで維持されることが望ましい基準であり、
行政上の政策目標である。また、環境基準は、現に得られる限りの科学的知見を基礎
として定められている。
④後方流跡線解析
　気象モデルを用いて、観測日より前の大気の通過経路を追跡する解析方法。
■用語説明■
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することは、問題解決の第一段階
として非常に重要であると考えら
れる。
析結果は、東アジアの大陸起源の
NOx が、光化学反応が活発な春
から夏にかけて風下側にあたる日
本のオゾンを著しく増加させてい
る可能性を示している４）。
２‐３
褐色雲
　近年、アジア地域の上空に褐色
の雲が観測されている。褐色雲は、
主に酸性雨の原因となる大気汚染
物質を起因とするエアロゾル⑤や
黄砂が厚さ３キロ程度に高密度
に集まった雲である。この大気中
の微粒子は日差しを遮るため、地
表・海洋に達する太陽光は減少す
る。そのため、農作物に大きな影
響を及ぼすとともに、アジア地域
における近年のモンスーン異常等
に関連していることが指摘されて
いる。2003 年から、国連環境計画
（UNEP）により、「アジア褐色雲
国際研究プロジェクト」として、
国際的な大気汚染問題として取り
組まれている。
２‐４
国境を越えた大気汚染問題
　前述したように、酸性雨問題、
光化学オキシダント問題、浮遊
粒子状物質問題は、国境を越えた
大気汚染問題であることが明ら
かになってきている。東アジア
全域にわたる SOx、NOx、オゾン、
浮遊粒子状物質の汚染状況を把握
図表３　東京都における光化学スモッグ注意報発令日数の推移
参考文献６）より
3   大気汚染の発生とその解決に向けてのモニタリングの役割 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
３‐１
大気汚染の発生
　図表４に示すように、工場等（固
定発生源）から、化石燃料などの
燃焼によって排出される排煙や、
自動車（移動発生源）の排ガス中
には、SOx や NOx、粒子状物質
（PM）、揮発性有機化合物（VOC）
が含まれている。SOx や NOx は
ヒトに対して呼吸器系疾患を引き
起こすとともに、大気中では化学
反応を起こして硫酸や硝酸に変わ
り、酸性雨の原因となる。NOx
と VOC の一部（非メタン炭化水
素：NMHC）は太陽の強い紫外線
を受けて光化学反応を起こし、光
化学オキシダントとなり、ヒトの
目や呼吸器系に影響を及ぼす。ま
た、PM のうち、特に粒子径の小
さな粒子は空気中に浮遊する（浮
遊粒子状物質：SPM）。これも呼
吸器系疾患を引き起こすことが懸
念されており、さらに、気候変動
にも影響を与える。
３‐２
大気汚染物質
モニタリングの役割
　大気汚染対策の第一段階は、環
境大気モニタリングによる現状把
握である。測定値は、環境施策と
図表４　大気汚染の発生
参考文献７）エネルギー白書 2004年より
⑤エアロゾル
　大気中に浮遊している固体あるいは
液体の微細な粒子のことをいう。エア
ロゾルは、太陽光を散乱・吸収したり、
雲の凝結核として働くことによって雲
の性質を変化させ、気候に複雑な影響
を与えることが指摘されている。
■用語説明■
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しての排出基準を決定する基礎デ
ータとして使用される。その後、
環境施策が決定・実施された後の
段階では、環境大気モニタリング
は環境施策の評価や環境施策への
フィードバック情報として重要な
役割を果たす。つまり、図表５に
示すように、環境対策は、現状把
握（環境大気モニタリング）、環
境施策の決定・施行、環境施策効
果の確認（環境大気モニタリング）
のサイクルを回すことによって達
成される。
盧環境大気モニタリング
　環境大気モニタリングは大別す
ると、局所的な汚染状況を把握す
る地域的モニタリングと、大気汚
染物質発生源の直接的な影響を受
けないバックグランド測定として
の広域的モニタリングとに分けら
れる。
　地域的モニタリングは、各地域
の代表値が得られる観測地にて行
なわれるものであり、日本では、
一般環境大気測定局（環境大気の
汚染状況を常時監視）と自動車排
出ガス測定局（自動車排出ガスに
よる環境大気の汚染状況を常時監
視）の２種類の測定局においてモ
ニタリングが行なわれている。
　一方、広域的モニタリングは、
大気汚染物質の中長距離（数百か
ら数千 km）の輸送状況を把握す
ることを目的とし、地域的な汚染
の影響を受けにくい観測地点が選
定される。日本では、隠岐（島根県）
や辺戸岬（沖縄県）等の観測地点
において、広域的モニタリングが
実施されている。
　大気汚染状況の現状把握には、
これらの地域的モニタリングと広
域的モニタリングの両方が必要で
あり、かつ、それらのネットワー
クを構築することが必要である。
盪発生源モニタリング
　数千 km のスケールで長距離の
越境大気汚染の輸送過程を解明す
るには、長距離輸送モデルが重要
な役割を果たす。
　そのような精度の高い輸送モデ
ルを構築するには、まず、汚染物
質を排出している地点（工場・事
業所等）から、何の種類の大気汚
染物質がどのくらいの量、発生し
ているかを把握する必要がある。
そのため、大気汚染物質発生源
におけるモニタリングが必要とな
る。環境施策が実行され、各工場・
事業所等において、大気汚染物質
削減対策が進められる段階では、
汚染源から排出基準濃度を越える
高濃度の汚染物質が排出されてい
ないことを監視する必要がある。
また、汚染源からの排出状態をリ
アルタイムに計測して燃焼管理や
脱硫・脱硝装置の運転管理を行う
際にも、発生源モニタリングは必
要となる。
３‐３
環境大気モニタリング
測定値の精度管理
　環境大気モニタリングは、各
観測地点で得られたデータをもと
に、その地域の汚染状況を把握す
るものであるため、測定値の精度
を確保することが重要である。つ
まり、各観測地において使用さ
れる測定機器間で一定の基準を
設け、正確な手順に従う測定を
実施しなければならない。その
ためには、標準物質を用いた校
正手順も含めたモニタリング全
過程の操作マニュアルを作成し、
各観測地点での精度保証・精度管
理を行なうことが必要である。測
定値の精度保証のために必要とさ
れている項目として、以下のもの
が挙げられる。
① 高精度の標準試料を供給すること
②校正システムを確立すること
③ 定期的にネットワーク間のクロ
スチェックを行うこと
④ データ管理システムを確立する
こと
⑤ 担当者のトレーニング体制を整
備すること
⑥ モニタリング地点の確立、サ
ンプリング方法、試料の保存
方法、前処理の方法、分析方
法に関して標準作業マニュアル
（SOPs：Standard Operating 
Procedures）を作成すること
⑦ 上記項目を確保するために、リ
ファレンスセンターを設置する
こと
　上記の項目は、環境大気モニタ
リングのネットワークを展開して
いく上では必須である。
図表５　大気汚染対策の流れ
科学技術動向研究センターにて作成
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３‐４
日本の環境大気
モニタリングネットワーク
　日本では、第二次世界大戦後の
高度経済成長にともない、大都市
域あるいは工業地域周辺において
大気汚染が深刻となった。1960 年
頃、石油化学工業地帯の三重県四
日市で、大量の SOx の排煙（当
時使用重油の硫黄含有率は３％前
後）が排出され、地域住民に気管
支ぜんそく、肺・気道性疾患の健
康障害（いわゆる、四日市公害）
が発生して大問題となった（図
表６）。このような背景のもと、
1962 年、東京や大阪などの大都
市および四日市などの工業地域周
辺で大気汚染の連続モニタリング
が開始され、1968 年には、環境施
策である「大気汚染防止法」が制
定された。また同じ年に、大阪府
は府下の大気汚染モニタリングス
テーション15局において無線回線
を利用し、オンラインリアルタイ
ム処理による大気汚染モニタリン
グシステムを完成させた。その後、
多くの自治体が同様のシステムを
設置し８）、2004年時点においては、
二酸化硫黄測定局が1,487局、二酸
化窒素1,880局、光化学オキシダン
ト1,193局、浮遊粒子状物質1,910局、
一酸化炭素401局と、全国を網羅
するモニタリングネットワークが
稼動している。これらのモニタリ
ングネットワークシステムは、大
気汚染物質の濃度が環境基準に適
合しているかどうかの監視を行な
うとともに、大気汚染物質濃度が
高濃度になった緊急時に、迅速か
つ的確に対処することを目的とし
ている。なお、大気汚染防止法で
は、都道府県知事に対して、大気
汚染の状況を常時監視し、その結
果を公表することを義務付けてい
る。また大気汚染が著しくなって、
人の健康又は生活環境に係る被害
が生じるおそれがある場合は、都
道府県知事が緊急時の措置を取れ
る体制になっている。
　また、2001 年より、各測定局で
モニタリングされた大気汚染状況
はインターネットを利用した「大
気汚染物質広域監視システム（そ
らまめ君）９）」により、リアルタ
イムに入手することが可能となっ
ている。このシステムは、光化学
オキシダント濃度等の大気汚染物
質が高濃度になった場合に、迅速
な対応が可能になるという面で重
要であるとともに、国民の大気汚
染問題に対する意識の向上にも大
きく貢献するものである。図表７
には、日本の大気環境基準と測定
局数を示す。
　また、図表８は、一般環境大気
測定局と自動車排出ガス測定局の
SO2 測定濃度の平均値の推移を表
している。年平均値は昭和 40、50
年代に比べ著しく減少し、近年で
は横這い、もしくは減少傾向にあ
る。この結果からわかるように、
図表６　日本の大気汚染の歴史
年次 事項
1960年代前半 四日市の大気汚染
1968年 大気汚染防止法の成立
1969年 SO2 に係る環境基準の設定
1970年 光化学スモッグの頻発
1974年 硫黄酸化物（SOx）総量規制の導入
1978年 自動車排出ガス規制の実現
1978年 二酸化窒素（NO2）の大気環境基準の改定
1981年 窒素酸化物（NOx）総量規制の導入
1992年 自動車NOx法の制定
2001年 自動車NOx法の一部改正（自動車NOx・PM法）
参考文献 10）より
図表７　大気環境基準と測定局数
項目 環境基準 測定局数（2004年時点）
二酸化硫黄（SO2）
0.04 ppm（日平均値）
0.1 ppm（１時間平均値）
1,487
一酸化炭素（CO）
10 ppm（日平均値）
20 ppm（８時間平均値）
401
浮遊粒子状物質（SPM）
0.10 mg/m3（日平均値）
0.20 mg/m3（１時間平均値）
1,910
二酸化窒素（NO2） 0.04 ppm～ 0.06 ppm（日平均値） 1,880
光化学オキシダント（Ox） 0.06 ppm（１時間平均値） 1,193
参考文献 11）をもとに科学技術動向研究センターにて作成
図表８　二酸化硫黄（SO2）測定濃度の平均値の推移
参考文献６）より
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現在我が国では、酸性雨の主な原
因であるSO2 の排出量は極めて低
く抑えられている。排出量低減達
成の大きな要因には、高度な環境
大気モニタリングネットワークや
発生源モニタリングを軸とした環
境対策が、工場・事業所の排出ガ
ス対策を急ピッチで推進させてき
たことが挙げられる。
4   越境大気汚染に対する欧米とアジアの取り組みの比較蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
４‐１
欧州における取り組み
　スカンジナビア半島をはじめ、
北東部ヨーロッパでは 1960 年代
後半から湖沼の酸性化による魚
類、水生生物の死滅、森林の枯損
が顕在化し始めた。これは、西ヨ
ーロッパ先進諸国で排出された
SO2 を含む大気汚染物質が国境を
越えて輸送されたことが原因では
ないかと指摘され、国際的、大陸
的規模のモニタリング体制がいち
早く実施された。1972 年には、経
済協力開発機構（OECD）加盟国
11カ国によって、「大気汚染物質
長距離輸送計測共同計画」による
モニタリングネットワークが始め
られた。
　1973年から1975年には、OECD
により、東西ヨーロッパにおける
大気中の硫黄の長距離輸送と沈
着についての調査研究が行なわ
れた。その結果、酸性物質沈着
の地域はヨーロッパ北西部の大半
を包含していることが明らかとな
った。また、ヨーロッパ経済委員
会（ECE：Economic Commission 
for Europe）では、大気汚染物質
の長距離輸送モデルの構築を目的
として、1977年より欧州大気汚染
物質モニタリング評価プログラム
（EMEP：European Monitoring 
and Evaluation Program）を発足
させ、16 カ国 60 地点から成る
EMEPのネットワークが設置され
た。各観測地からのデータはノル
ウェーの大気化学研究所に設置さ
れ た CCC（Chemical Coordination 
Center）に収集され、モニタリング
結果がまとめられるシステムとな
っている。図表９にEMEPの酸性
物質モニタリングサイトを示す。
　欧州では、モニタリングネット
ワークを軸とした科学的データを
積み重ねることにより、各国での
酸性降下物が自国内の発生源より
もたされるものだけに限らず、数
百から数千kmを長距離輸送され
る他国に源を有する汚染物質も含
まれるという現状把握が、1970年
代にできていた。そして、大気汚
染対策は、環境大気モニタリング
による現状把握および長距離輸送
モデルの構築による原因解明の段
階から、次の段階である国際的な
環境施策へと進んだ。
　1979 年には、ECEによる、歴
史上最初の越境大気汚染に関す
る国際条約、「長距離越境大気
汚染防止条約」（Convention on 
Long‐Range Tran boundary Air 
Pollution：ジュネーブ条約）が、
旧ソ連や米国、カナダも含めた35
カ国により締結された。1985年に
は「硫黄排出または越境移流の最
低 30％削減に関する議定書」（ヘ
図表９　EMEPにおける酸性物質モニタリング
 サイト（2001 年）
参考文献 12）より
図表 10　ヨーロッパ（EMEP加盟国）における SO2 排出量の推移
参考文献 13）より
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発生し、大きな社会問題となった。
　1973年、アメリカとカナダの両
政府は大気汚染物質の長距離輸送
に関する２国間研究協議会を発足
させ、酸性降下物に関する情報を
交換することとなった。1980年に
は、両国間で「越境大気汚染に関
する合意覚え書き」を交わし、酸
性雨の原因を解明するため酸性雨
モニタリングネットワークなどの
調査研究を開始した。そして1990
年、環境施策として「大気浄化法」
の大幅改訂が実施された。その結
果、1990 年には年間 2,000 万トン
が排出されていた米国の SO2 は、
2000 年には年間 1,500 万トンにま
で削減された 14）。
４‐３
アジアにおける取り組み
　アジアにおいては、越境大気汚
染対策は、1990年代になってから
開始された。
　酸性雨に対する取り組みとし
ては、1991 年に、東アジア地域
での酸性雨の影響を未然に防止す
ることを目的として「東アジア酸
性雨モニタリングネットワーク」
（EANET）の構想が、日本の環
境庁により提唱された。その後、
1993 年から、日本の主導により、
「東アジア酸性雨モニタリングネ
ルシンキ議定書：参加 25 カ国）
が採択され、1980年を基準として、
遅くとも 1993 年までに SO2 発生
量を少なくとも 30％削減するこ
とが決定された。このような取り
組みの結果、ヨーロッパでは、酸
性雨の主原因であるSO2 の削減を
進めることに成功してきている。
図表 10 にヨーロッパ（EMEP加
盟国）におけるSO2 排出量の推移
を示す。SO2 の年間排出量は 1980
年から 1998 年の間に 56％削減さ
れている。
　EMEPにおける現在のモニタリ
ングサイトは、約 100ヶ所と充実
している。また、SO2 や NO2 以
外の浮遊粒子状物質やオゾン等の
成分をもモニタリング対象として
おり、酸性物質以外の越境大気汚
染物質に対してもネットワークが
構築されている。図表 11、12に、
EMEPにおける浮遊粒子状物質の
モニタリングサイトおよびオゾン
のモニタリングサイトを示す。
４‐２
北米における取り組み
　ヨーロッパ大陸から少し遅れ
て、北米地域においても、酸性雨
や酸性雪により、メープルなどの
樹木が大きな被害を受けるととも
に、湖沼の魚類が死滅する現象が
ットワークに関する専門家会合」
が開催されてきた。酸性雨には降
下物（雨・雪・ガス・エアロゾル
等）の酸性度以外に化学成分や土
壌の耐性なども影響するため、酸
性雨の観測は降水のpHのみなら
ず、含まれるイオン濃度の測定
や乾性沈着としての大気モニタ
リングが必要である。国境を越え
て、これらの測定データを比較検
討するには、３‐３で述べたよう
に、各国におけるモニタリング方
法や精度を統一することが必要で
ある。1997年に、専門家会合によ
り、各国が酸性雨モニタリングを
統一的な手法によって実施する地
域的なモニタリングネットワーク
構築の必要性が提言された。これ
を受けて、東アジア諸国において、
1998 年４月から約２年間、「東ア
ジア酸性雨モニタリングネットワ
ーク」（EANET）が試行稼動され
た。この実績等を踏まえ、政府間
会合の決定を経て、2001年１月よ
りネットワークが本格稼動に入っ
た。なお、EANETの事務局は国
連環境計画アジア太平洋地域資源
センター（UNEP、タイ・バンコク）
に設けられ、新潟の酸性雨研究セ
ンターがネットワークセンターと
しての機能を果たしている。現在、
このネットワークには、中国、イ
ンドネシア、日本、マレーシア、
図表 11　EMEPにおける浮遊粒子状物質
 モニタリングサイト（2001 年）
参考文献 12）より
図表 12　EMEPにおけるオゾンモニタリングサイト
 （2001 年）
参考文献 12）より
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中心とした成分が測定対象となっ
ており、欧州の EMEP のように、
越境大気汚染物質である浮遊粒子
状物質やオゾンをモニタリング対
象としたネットワークは、アジア
では未だ構築されていない。
ングサイトの拡充に伴って、新た
なサイトでの測定データの信頼性
を確保するためには技術研修の充
実が必要となる。
　なお、現在の EANET におけ
る大気モニタリングは、あくまで
酸性雨に関連する NO2 や SO2 を
モンゴル、フィリピン、韓国、ロ
シア、タイ、ベトナム、カンボジア、
ラオスの計 12 ヶ国が参加してい
る。図表 13 に EANET のモニタ
リングサイトを示す。
　モニタリングネットワークの大
きな目的の１つは、大気汚染によ
る環境への悪影響を防ぐため、国
や地域レベルでの政策決定に有益
な情報を提供することである。そ
のためには、３‐２盧で述べたよ
うに、バックグランド汚染状況の
把握のための広域的モニタリング
と局所的汚染状況の把握のための
地域的モニタリングの両方を充実
させることが必要である。しかし、
現時点の EANET のモニタリング
サイトは、比較的バックグランド
測定（広域的モニタリング）を目
的とした観測地点に配置されてお
り、今後は、局所的汚染状況の把
握のための地域的モニタリングを
も含めたモニタリングサイトの拡
充が必要である。また、モニタリ
5   まとめ　―今後、日本が行なっていくべきこと― 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　越境大気汚染のひとつである
酸性雨問題が世界で最も早く顕在
化した欧州では、欧州地域全体を
網羅するモニタリングネットワー
クである EMEP を構築して越境
汚染物質の現状把握を行なってき
た。そして国際的な環境施策を推
し進め、酸性雨の原因である SO2
排出量を大きく削減することに成
功している。また、このEMEPは、
酸性物質以外にも浮遊粒子状物質
やオゾンもモニタリング対象とし
てネットワークを構築している。
　近年、深刻になりつつある東
アジアの酸性雨、浮遊粒子状物
質、オゾン等の越境大気汚染問題
を解決する第一段階として、東ア
ジア全域を網羅する大気汚染物質
モニタリングネットワークの拡充
は早急に展開すべき重要課題であ
る。東アジアでは、酸性雨を対象
としたモニタリングネットワーク
EANET が、2001 年より、東アジ
アの政府間の合意のもと国際機関
として本格的に稼動して参加国も
増え始めている（2005 年時点：12
カ国）。しかし、欧州の EMEP と
比較すれば、モニタリングサイト
数は充分とは言えない。また、現
在の EANET のモニタリング対象
成分は酸性物質を中心としたもの
にとどまっている。
　アジアの中では環境先進国で
ある日本は、既に構築されている
EANET の拡充・機能の拡大に率
先して取り組むべきであり、具体
的には以下のような課題解決が望
まれる。
盧モニタリングネットワークの拡充
　EANET により構築されてきた
酸性雨モニタリングサイトは、比
較的バックグランド測定（広域的
モニタリング）を目的とした地域
に配置されており、今後は地域的
モニタリングをも含めたモニタリ
ングサイトの拡充が必要である。
モニタリングサイトの拡充に伴う
課題としては、以下の二点が挙げ
られる。
① モニタリング測定値の精度管理
のための技術研修の実施
　各国・各地の観測サイトのデー
タを相互に比較・評価できるよう
にするには、各モニタリングサイ
トにおいて、標準作業マニュアル
に基いた測定が実施されなければ
ならない。特に、新たなモニタリ
図表 13　EANETにおける酸性物質モニタリングサイト
利尻
落石
竜飛岬
佐渡関岬
八方尾根
伊自良湖
隠岐
辺戸岬
タナラタ
コトタバン
バンコク
（３地点）
ジャカルタ（３地点）
ペタリンジャヤ
レンバーダナン
メトロマニラ
ロスパノス
梼原
赤道
蟠竜湖
小笠原
ハノイ
ホアピン
重慶（２地点）
珠海（２地点）
西安（３地点）
廈門（２地点）
チェジュ
カングワテレルジ
リストビアンカ
イルクーツク
モンディ
ウランバートル
プリモルスカヤ
イムシル
ビェンチャン
チェンマイ
プノンペン
参考文献 15）より
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ングサイトにおいて測定精度を確
保するには、机上の研修のみでは
なく、モニタリングサイトにて実
際に使用されている測定装置を用
いた徹底した技術研修が必要であ
る。また、技術研修を継続的に実
施するには、現地の技術者・スタ
ッフが研修を運営するシステムも
重要となる。計測技術に関して豊
富な経験・知識をもつ日本が行な
う国際協力としては、現地の技術
研修システムが軌道にのるまでの
間のサポートを継続的に実施する
ことが望ましい。
②低価格分析装置の開発
　モニタリングネットワーク拡充
のためには予算の拡大も必要であ
るが、低価格分析装置の開発によ
り、普及台数を増やすことも必要
である。そのため、装置に関する
高い開発技術力をもつ日本が、大
気モニタリング装置（連続測定）
の低価格化に向けた技術開発を推
し進めることが重要である。また、
簡易測定方法（バッチ測定）によ
る測定も積極的に導入して、モニ
タリングサイトを拡充する方策も
有効である。
盪浮遊粒子状物質、オゾンの
　モニタリングネットワークの構築
　近年、経済活動の活発な東アジ
ア地域の工場や自動車から排出さ
れる PM や黄砂からなる浮遊粒子
状物質、光化学スモッグを引き起
こす主原因であるオゾンを対象と
した東アジア地域を網羅するモニ
タリングネットワークの必要性も
増大している。これを早期に実現
するためには、既に構築されてき
た EANET のモニタリングサイ
トの機能を拡大することが得策で
あろう。つまり、モニタリング対
象を酸性物質である SO2、NO2 の
みならず、浮遊粒子状物質、オゾ
ンまで拡大してモニタリングネッ
トワークを構築することが望まし
い。なお、浮遊粒子状物質、オゾ
ンのモニタリングネットワークの
構築においても、盧で述べた各課
題に取り組むことは必要である。
ただし、①のモニタリング測定値
の精度管理のための技術研修に際
しては、東アジアの実態に即した
標準作業マニュアルを新規に作成
する必要がある。
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譁堀場製作所にて、分析機器（エンジン排
ガス、粒子状物質等）の研究開発に従事。
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術動向、持続可能な社会に向けての環境政
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1   はじめに　―デルファイ調査とは 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　デルファイ調査は、科学技術
の中長期発展に関する専門家の見
解を把握するためのアンケート調
査である。デルファイ法（多数の
人に同内容のアンケートを繰り返
し、回答者の意見を収れんさせる
調査方法）を用いて、1971年より
約５年ごとに実施されており、今
回の調査は８回目に当たる。本調
査の特徴は、①科学技術のほとん
どの分野を網羅していること、②
数千名の専門家の協力を得て実施
する大規模な調査であること、③
今後 30年間という長い期間を展
望していること、④過去 35年に
わたり、ほぼ同一の調査設計のも
と継続的に実施されてきたこと、
などである。
　1990年代に入り世界各国で予測
調査への関心が高まり、さまざま
な調査が実施されるようになった
（図表１参照）。その背景には、科
学技術の重要性の高まり、財政逼
迫の中で投資の重点化が求められ
るようになってきたことなどがあ
る。近年は、重点化政策を進める
上で、科学技術の社会への貢献の
観点が大きくクローズアップされ
るようになり、科学技術専門家以
外の人々の意見も取り入れた新た
な手法も試みられている。
　調査手法は、デルファイ、シ
ナリオライティング、パネル、ロ
ードマッピングなど多岐にわたる
が、このうち、デルファイ調査に
関しては、我が国で用いられてい
る手法がスタンダードとなってい
る１）。
　我が国では、第２期科学技術基
本計画のもと、研究開発投資の戦
略的重点化が図られてきた。効率
的な公的投資が益々求められる状
連　載
日本の科学技術の現状と今後の予測
デルファイ調査‐概要
                                                                                                    蜷参考：NISTEP REPORT No.97
http://www.nistep.go.jp/achiev/ftx/jpn/rep097j/idx097j.html
図表１　予測調査の実施状況
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サービスなどとして利用可能な状
況となる時期）の２点について実
現の時期や有効な推進手段を尋ね
る設計としたことにより、発展の
道筋が明確化し、かつ、技術発展
段階に応じた施策検討に資する情
報を得ることが可能になった（図
表２参照）。
況にあって、検討に当たっての
理論的・実証的基盤とするに足る
情報が必要とされている。今回の
デルファイ調査は、重点化施策検
討のための基礎資料を提供するた
めに総合的に行われた「科学技術
の中長期発展に係る俯瞰的予測調
査」の中核として、今後 30年に
わたる科学技術発展の方向性に関
する専門家の代表的な見解を得る
ことを目的として実施された。
2   今回のデルファイ調査の特徴　―階層構造と技術発展段階ごとの設問 蘆蘆蘆
　今回のデルファイ調査の設計で
は、次の２つの点で新しい手法を
導入した。第１は、「分野‐領域‐
課題」という階層構造である。前
回までは「分野‐課題」という構
造のもとに、分野ごとに課題を設
定していた。この構造では、個々
の技術の将来動向は見えるもの
の、分野の動向を俯瞰的に把握す
ることがむずかしかった。分野と
個別課題の間に、関連する一連の
技術群である「領域」の概念を導
入したことにより、技術発展を面
として捉えることが可能となり、
また、各分野で注目すべき領域が
明確になった。
　第２は、技術の発展段階ごとの
設問設定である。前回までは、各
課題の設問において、「解明、開発、
実用化、普及」の４段階のうち
のいずれかに段階を固定した上で
実現時期や推進手段を尋ねていた
ため、時間軸上の１点しか明らか
にならず、発展の道筋が見えなか
った。今回調査では、１つの課題
について技術的に可能となる段階
（技術的実現時期：所期の性能を
得るなど技術的環境が整う時期）
と社会で用いられる段階（社会的
適用時期：実現された技術が製品、
図表２　技術の発展段階ごとの設問設計
3   調査の方法 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
３‐１
調査対象
　調査対象は、情報・通信、ライ
フサイエンスなど、科学技術をほ
ぼ網羅する 13の分野である。主
に技術を取り上げたが、分野特性
に応じて基礎科学や社会インパク
トも一部含んでいる。
　調査分野ごとに専門家から構成
される 13分科会（委員総数：約
170 名）が設置され、各分科会が
それぞれ、領域、課題、設問の検討、
回答者の選出、調査結果の分析を
担当した。
課題が設定された。領域に含まれ
ないが重要と考えられる課題は、
領域外課題として設定された。こ
のような過程を経て、全分野で計
130領域、858課題が設定された。
　領域に対しては、期待される効
果、並びに、我が国の研究開発水
準について、課題に対しては、重
要度、第一線にある国、技術的実
現時期と推進手段、社会的適用時
期と推進手段についての問いを設
けた。ただし、課題の内容によっ
て、技術的実現のみ、あるいは、
社会的適用のみを聞いた課題もそ
れぞれ１割程度存在した。また、
分野に関する設問として、当該分
野が融合・連携すべき分野、並び
３‐２
領域、課題、設問の設定
　まず、各分科会において、社会
的・経済的貢献への期待、新たな
科学技術の流れを生み出す可能性
や日本がリーダーシップをとれる
可能性などの観点から領域の検討
が行われ、各分野５～ 10程度の
領域が設定された。領域の大きさ
や設定の観点（シーズベース、ニ
ーズベースなど）の多様性、及
び分野間の重複を許容することと
し、特に大きな調整は行わなかっ
た。次に、領域ごとに、当該領域
の発展を代表する課題、鍵となる
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に、当該分野の発展に関わる社会
の変化についての問いを設けた。
　図表３に調査の全体構造を示す。
３‐３
デルファイ法による
アンケート
　過去の７回の調査と同様、デル
ファイ法によりアンケートを実施
した。デルファイ法では、２回目
のアンケートで、前回の調査結果
を回答者にフィードバックし回答
者に再考を求めるため、一部の回
答者が多数意見に賛同することに
より意見が収れんし、結果的に専
門家間のコンセンサスが得られる。
　図表４にアンケートの実施概要
を示す。今回調査では、２回の繰
り返しアンケートを経て 2,239 名
から回答を得た。最終的に、２回
目のアンケートの集計結果をもと
に分析を行った。
図表３　調査の全体構造
図表４　アンケート実施概要
4   主な結果の紹介蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
４‐１
我が国にとって
重要性の高い課題
―災害、安全、人材
　我が国にとっての重要度が高
い 100課題を、内容により、生命
関連、情報関連、環境関連、災害
関連、エネルギー関連、及び、そ
の他に区分した結果を図表５に示
す。100 課題の抽出には、４段階
評価（大、中、小、なし）の回答
図表５　重要度上位 100 課題の区分別内訳
区分 今回 2001年調査（第７回）
1997年調査
（第６回）
1992年調査
（第５回）
生命関連 17 26 17 37
情報関連 13 21 24 10
環境関連 19 26 25 28
災害関連 23 8 11 9
エネルギー関連 8 10 11 6
その他 21 9 12 10
生命関連と災害関連は、１課題が重複している
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図表７　領域の技術的実現時期、及び、社会的適用までの期間
図表６　将来の医療・福祉
（　）内は、社会的適用時期
を数値化した指数を用いた。
　前回調査（2001 年）と比較し
て災害関連の課題数が大きく増
加し、1/4 を占めるに至ったこと
が今回調査の特徴である。また、
これまでの区分にあてはまらな
い「その他」の課題が増加したこ
とも特徴的である。ここには、教
育、人材流動、技能･ノウハウ伝達、
女性の社会参加支援など、人材に
関する課題（７課題）、及び、原子・
分子の操作・制御による製造など
ナノテクノロジー関連の課題（４
課題）等が含まれていた。生命関
連や情報関連など他の区分に分類
されている課題と合わせると約１
割に当たる９課題がナノテクノロ
ジー関連であった。
　「その他」には、構造物の健全
性評価、公共の場での爆薬や病原
微生物等の検知など、安全確保の
ための課題も含まれている。災害
関連など他区分に含まれる課題と
合わせ、「安全」というキーワード
で括れる課題が多く挙げられた。
４‐２
実現時期
　図表６は、実現時期に関する
結果を分かりやすく紹介するため
に、科学技術が社会で利用される
場面を想定して、将来の生活・社
会を描いたイラストの一例であ
る。ここでは、医療・福祉に関係
する課題を図示している。
　各課題の技術的実現時期、及
び、技術的実現から社会的適用
までの期間を領域ごとに平均し
た結果を図表７に示す。2015 年
までに技術的に実現する領域は、
社会適用までの期間が５年程度の
グループと、社会的適用までに７
～８年を要するグループに分かれ
る。10 年以内に技術的に可能に
なるにもかかわらず、社会的適用
までに 10年以上を要する領域は、
ナノデバイス・センサ、化石資源
のクリーン利用技術、NEMS技術
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の３領域である。
　技術的実現時期が 2016 年以降
と遅めの領域は、社会的適用ま
での期間が８～ 12年程度と長い。
ここには、ライフサイエンス分野、
エネルギー・資源分野の領域が多
い。ここに含まれる情報・通信分
野及びエレクトロニクス分野の領
域は、他の分野の領域と比べ、社
会的適用までの期間が短めである。
　また、具体的な技術がいつ頃実
現していくかを追うことにより、
領域の発展動向の詳細を掴むこと
ができる。図表８にユビキタスネ
ットワーキングという領域の例を
示す。この図から、まず 2015 年
頃に通信・ネットワーク技術が実
用化され、次いでセンサー・シス
テムなどの要素技術が実用化され
る、2025年頃にはロボットとの連
携が可能となり、2030年前後にな
ると医療への応用がなされる、と
いった発展の道程が見える。
４‐３
研究開発水準
　米国及びEUと比較した場合の
我が国の研究開発水準に関する調
査結果を図表９に示す。図表中で
は、５段階評価（我が国が優位－
やや優位‐対等‐やや劣位‐劣位）
の回答を 10点満点で数値化した
指数を用いている。「対等」が５
点となり、数値が大きいほど我が
国の優位性が高いことになる。
　現在の水準を見ると、エレクト
ロニクス分野及びナノテクノロジ
ー・材料分野の領域については、
対EUで優位にある領域、また対
米国、対EUいずれも優位とされ
る領域が目立つ。一方、ライフサ
イエンス分野の領域は、対米国、
対EUともに劣位にあると考えら
れているものが多い。対米国、対
EUの水準がともに対等（５点）
以上の領域は、35領域である。そ
の内訳を見ると、エレクトロニク
ス分野（７領域）、及び、エネル
ギー･資源分野（７領域）の領域
が最も多く、次いで、製造分野（６
領域）、社会基盤分野（６領域）、
ナノテクノロジー・材料分野（５
図表８　ユビキタスネットワーキング領域の発展の道程
図表９　我が国の対米・対EU研究開発水準
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領域）の順となっている。エネル
ギー･資源分野及び製造分野の領
域は、設定された領域のほぼ７
割がここに含まれる。５年前の水
準と比較すると、ほとんどの領域
で水準の上昇が見られる。シリコ
ンエレクトロニクス領域は、対米
では唯一、対EUでは惑星探査な
どの宇宙関連の領域と共に、水
準の低下が懸念されている領域
である。
　また、対アジア水準は、すべて
の領域で優位にあるものの、５年
前と比較して差が縮小する傾向に
ある。なお、フロンティア分野（宇
宙関連）及びエレクトロニクス分
野に縮小幅の大きい領域が多い。
４‐４
分野間の融合・連携
　今後 10年間、及び、その後 10
年間（2016年以降）に、回答者の
専門分野と融合、連携すべき分野
を尋ねた結果を図表10に示す。
　2015 年までの 10年間において
は、情報・通信分野、環境分野、
社会技術分野、エネルギー・資源
分野が融合・連携の中心となって
いる。その後 2016 年からの 10年
を見ると、ライフサイエンス分野
が融合・連携の中心となる。また、
環境分野、エネルギ ・ー資源分野、
社会技術分野は引き続き中心にな
っている。
　つまり、まず情報・通信分野と
他分野との融合・連携を進めるた
めの方策を、さらに 2016 年以降
を見通しライフサイエンス分野及
びエネルギ ・ー資源分野との融合・
連携の基盤を形成するための方策
を検討する必要があると言える。
図表 10　融合・連携を進めるべき分野
（注１）各分野で融合・連携を進めるべき当該分野以外の分野を３つまで選択。
（注２）各分野で融合・連携を進めるべきと３割以上が回答した分野に向けて→を表示し、双方が該当する場合は←→で表示。
（注３）太線は、５割以上が、融合・連携が必要であると回答した領域間である。
5   おわりに蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　今回のデルファイ調査では、こ
こに紹介した以外にも数多くのデ
ータが得られ、重点化施策検討の
ための基礎資料として価値ある情
報を提供することができたと考え
ている。調査に関わられた分科会
委員ならびにアンケートに参加い
ただいた多くの専門家に対し、心
から御礼を申し上げる。
　一方、本調査には、デルファイ
手法そのものに伴う限界、例えば
少数の回答者の先見性に富んだ意
見が埋没する可能性なども存在す
る。今回の「科学技術の中長期発
展に係る俯瞰的予測調査」は、デ
ルファイ調査の欠点を補完するた
め、他に３調査を加え、基礎科学
から社会インパクトまで、主観的
見解から客観的データまでを取り
込んだ総合的な調査を行った。今
後、これらの調査結果を合わせた
詳細分析、また、分野や領域によ
り様相の異なる発展の道筋や政策
手段の詳細検討も行っていく必要
があると考えている。
参考文献
01）  「NISTEP REPORT No.71　第７
回技術予測調査」、科学技術政策
研究所（2001年７月）
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科学技術動向研究センターのご紹介
　平成 13年１月より内閣府総合科学技術会議が設置され、従来以上に戦略性を重視する
政策立案が検討されています。科学技術政策研究所では、戦略策定に不可欠な重要科学技
術分野の動向に関する調査・分析機能を充実・強化するため 1月より新たに「科学技術動
向研究センター」を設立いたしました。本センターでは、第 2期「科学技術基本計画」に
示されたライフサイエンス、情報通信等の重点分野の最新動向に係る情報の収集や今後の
方向性についての調査・研究に、下図に示すような体制で取り組んでいます。
　センターがとりまとめた成果は、適宜、総合科学技術会議、文部科学省へ政策立案に資
する資料として提供いたします。
　センターの具体的な活動は以下の３つです。
＊それぞれのユニットには、職員の他、客員研究官（非常勤職員）を配置。
＊センターの組織、担当分野などは適宣見直しを行う。
センター長
総括ユニット
ライフサイエンス・医療ユニット
環境・エネルギーユニット
情報通信ユニット
材料・製造技術ユニット 蘆ナノテクノロジー・材料分野蘆製造技術分野
蘆全体の企画、調整、とりまとめ
蘆社会基盤
蘆フロンティア（宇宙・海洋）分野
蘆ライフサイエンス分野
蘆情報通信分野
蘆環境分野
蘆エネルギー分野
1  「科学技術専門家ネットワーク」に
よる科学技術動向分析
　わが国の産学官の研究者を「専門
調査員」に委嘱し、インターネット
を利用して科学技術動向に関する幅
広い情報を収集・分析する「科学技
術専門家ネットワーク」を運営して
います。このネットワークを通じ、
専門調査員より国内外の学術会合、
学術雑誌などで発表される研究成果、
注目すべき動向や今後の科学技術の
方向性等に関する意見等を広く収集い
たします。
　これらの情報に、センターが独自
に行う調査・研究の結果を加え、毎
月 1回、「科学技術動向」としてま
とめ、総合科学技術会議、文部科学
省を始めとした科学技術関係機関等
に配布いたします。なお、この資料は
http://www.nistep.go.jp において
公開します。
2 重要科学技術分野・領域の
  動向の調査研究
　今後、国として取り組むべき重点
事項、具体的な研究開発課題等を明
確にすることを目的とし、重要な科
学技術分野・領域に関するキーテク
ノロジー等を調査・分析します。
　さらに、重要な科学技術分野・領
域ごとの科学技術水準を欧米先進国
と比較し、わが国の科学技術がどの
ような位置にあるのかについての調
査・分析も行います。
3 技術予測に関する調査研究
　当研究所では、科学技術の長期的
将来動向を総合的に把握するため、
デルファイ法による技術予測調査
をほぼ 5年ごとに実施しています。
2003 年度より２年間にわたり「科学
技術の中長期的発展に係る俯瞰的予
測調査」を実施いたしました。
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